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賠償責任保険のあり方に関する研究

研究分野：保険

キーワード：賠償責任保険・ビジネスリスク免責・米国約款

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 教授 鴻上 喜芳

賠償責任保険は1957年に導入され，現在では企業活動に伴う賠償リスクに備えるものとして
広く普及している。しかしながら，導入当時に範とした米国の賠償責任保険はその補償内容につ
き数多くの訴訟を経て洗練を重ねているのに対し，日本では保険関連訴訟が少なく結果として
保険利用企業にとって比較的不利な内容となっている。この問題に関し，米国約款やその歴史
的変遷を参照しつつ日本の賠償責任保険のあり方を探る。
すでに研究成果を公表したものとして次のものがある。
『一般賠償責任保険の諸課題』法律文化社，2020年。
今後は，次の分野にも研究対象を広げることにより，日本の賠償責任保険全体のあり方を提言
したいと考えている。
・会社役員賠償責任保険の課題
・医師賠償など専門職業人賠償責任保険の課題

研究概要

〇保険のあり方については，保険契約当事者のうち保険会社側に豊富な知識があり，もう一方の
当事者である保険利用企業にはそれらの知識は薄い。
〇米国においては多数の保険関連訴訟があることで結果的に保険利用企業の保護が図られて
いるが，日本においては保険利用企業は圧倒的な情報量をもつ保険会社が提供する補償内容を
受け入れざるを得ない実態がある。
〇本研究は，情報量の少ない保険利用企業に日米の補償内容の差を知らしめ，かつ保険会社に
対しては適切な補償内容への改善を促すものである。
〇日本の賠償責任保険は，自動車保険のように標準約款が作成されることはなく，各社バラバラ
の約款となっており，補償範囲も異なる実態にある。
〇機械保険連盟事件の余波で，保険業界は業法種目について意見交換の場を失っているが，料
率の談合は不可ながら，約款標準化は十分可能と考えている。
〇現在の状況を危惧する保険会社からの産学連携依頼を期待している。

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇特になし。

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/k-kougami/
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医薬品業界における流通系列化の生成過程

研究分野：商学、流通論、マーケティング論

キーワード：流通系列化、一般用医薬品、特約店制度

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 教授 神保 充弘

研究概要

①地方企業によるマーケティングに関する実態調査、共同研究

②商業を中心としたまちづくりに関する実態調査、共同研究

産学連携の可能性（アピールポイント）

①佐世保市「中小企業新製品開発促進審査会」委員（2007年）

②佐世保商工会議所「させぼのよか店再発見プロジェクト！」審査委員会委員長（2008～11年）

③長崎県分野調整事業協議会委員（2012年～）

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/jinbo/

日本の製薬企業による流通系列化については、いくつかの企業の事例が先行研究によって
明らかにされている。たとえば、大正製薬は1928年、特約株主制度を採用し、卸売業者を介
さず小売業者に直接販売する仕組みを導入して販売チャネルの整備に本格的に乗り出してい
た。また、武田薬品工業は新薬の製造・販売に伴い、大正期には卸売業者の整備に着手してい
たが、1939年には同社専属の卸売機関として武田薬品大阪配給所を設立して、資本的にも
人的にも関与するなど、きわめて高度な系列化を実施していた。
現在、これらの先行研究をふまえながら、従来、先行研究によってはほとんど光が当てられ
ることがなかったいまひとつの重要な存在として星製薬の事例を取り上げ、その販売組織の
構築過程に焦点を当てつつ、その実態を浮き彫りにする研究を行っている。
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企業・行政等の経営力向上に資する研究

研究分野：会計学・経営学・経営支援・地域創生・組織人材教育

キーワード：管理会計論、経営分析論、事業承継論、税法、原価計算論、人材確保・育成

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 教授 宮地晃輔

地域企業や地域行政機関等はそれぞれ経営課題を抱えていますが、各組織の課題を明らかに
したうえで、解決方法を探索・発見し、実行できるための「経営力」を獲得・向上できるための研究
を行っています。また、各組織の経営力を支える人材（人的資本）を重視した研究を行っています。

 研究方法として、産（地域企業）・学（大学、学会）・官（地域行政機関）でのコミュニケーションを
ベースとして、各組織での課題の発見力・解決方法の探索力・経営力向上に向けた実行力の向上
を目的に、研究と人材教育の強力な結びつきを意識した方法を選択しています。

産学の連携事例として、以下URLの株式会社亀山電機様（本社：長崎市弁天町3番16号）と日
本管理会計学会が連携して、経営力を向上させるための研究活動を行っています。
＜株式会社亀山電機様を対象とした産学連携での研究事例URL＞
20230804.pdf (sitejama.jp)

研究概要

〇長崎県立大学大学院地域創生研究科修士課程（2年）ビジネス・マネジメントコース（佐世保校）ま
たは博士後期課程地域社会マネジメント分野佐世保校（3年）で、社会人大学院生の受入れを行い、
産学連携による人材育成を行います。詳細は下記URLをご参照ください。
ja (jst.go.jp)
〇共同研究や受託研究等で企業の生産性向上や従業員の定着に向けた人財づくりの取組を行い
ます。以下URLの29ページをご参照ください。153pdf1.pdf (pref.nagasaki.jp)

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇企業との連携実績：株式会社佐々木冷菓様（長崎県北松浦郡佐々町）との連携による同社長崎の
夢「トラックデザインコンテスト」の開催による地域貢献（長崎県立大学学生実行委員）詳細は以下
URLをご参照ください。第４回 長崎の夢！トラックデザインコンテスト-受賞作品発表– 株式会社 
佐々木冷菓 (https://sasaki-icenet.co.jp/truckdesign2024/)
〇委員等就任：長崎県環境審議会委員、日本管理会計学会副会長、他あり

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/miyaji/
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商品・サービス改良および新商品・サービス
開発に関する市場動向調査研究

研究分野：マーケティング論、マーケティング・マネジメント論、マーケティング・リサーチ

キーワード：地域ブランド、ブランド・ロイヤルティ、顧客満足

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 准教授 大田 謙一郎

①既存商品・サービスに関する満足度およびブランド・ロイヤルティのアンケート調査の実施

②新商品・サービス開発に関わるユーザーの行動観察調査の実施

③新商品・サービス開発に関わるユーザーのアンケート調査の実施

④調査結果の集計・分析等によりユーザー及び開発品のコンセプト等を設定および商品・サービ
ス開発の提案

研究概要

①共同研究、道の駅におけるマーケティング調査研究（2017～2018年）

②共同研究、1億農産物振興事業に関する調査研究（2018年）

③共同研究、県産品の商品開発におけるマーケティング調査研究（2019～2021年）

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/k-oota/

①長崎県美しい景観形成審議会委員（2020～2021年）

②Webを活用した長崎県へのUIターン促進プロモーション業務委託に係る企画審査会（2020年）

③長崎県アンテナショップ運営事業者選考委員委員会（2020年）

④リモートワークin長崎プロモーション業務委託に係る企画審査会（2020年）

⑤UIターン・リモートワーク等Webプロモーション業務委託に係る企画審査委員会（2021年）
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中小企業の成長発展と企業家精神

研究分野：経営学、経営戦略論、中小企業論、地域中小企業論
  企業家精神（アントレプレナーシップ）

キーワード：中小企業の成長発展、地域中小企業、地域活性化、
 エコシステム・アクセラレーター

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 准教授 田代 智治

私の専門は、経営戦略論と中小企業論です。主に中小企業の経営戦略に関連する研究をおこ
なっています。具体的には、中小企業の新事業創出に関する研究や中小企業の成長発展に関する
研究、スタートアップ支援体制の国内外比較研究などです。研究成果は、国内外の学会で報告した
り学術書や学術ジャーナルなどで発表しています。また、大学での教育へのフィードバックはもち
ろんのこと、地域活性化を目的とした企業家教育や地域の中小企業振興など、積極的に地域社会
へ還元しています。

研究概要

私は、研究者である一方で、これまでに、ハイテクベンチャーやソーシャル・ビジネスを起業し、実
際に経営をおこなっていた経験があります。そこで、中小企業の現実を目の当たりにし、経営の実
践を通して、その厳しさを肌で感じてきました。中小企業が真に「活力ある主体」と変貌するため
にはどうすればよいのか、これが私が研究者を志した問題意識でした。研究者として、これまで
様々な形で多くの企業と連携してきましたが、これからも、研究成果を地域の中小企業に積極的
に還元できればと思っています。

産学連携の可能性（アピールポイント）

①2019年～福岡ひびき信用金庫「ひびしん女性創業塾」審査・講評・講師・カリキュラム設計

②2022年 平戸大楽㈱「平戸カフェWeCH」企画・マーケティング調査・建築・運営

③2020年 ㈱クレアス「廃棄物回収容器、廃棄物等回収システム及び回収方法」特許番号：
特許第6854377 備考：先行事例調査・ビジネスモデル開発・システム設計検討
をおこない連携企業での具体的なシステム開発は特許取得に繋げた。

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/t-tashiro/
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ＣＳＲ（企業の社会的責任）、ＣＳＶ（共有価値の創造）、
協働の研究

研究分野：経営学、企業と社会、ＣＳＲ（企業の社会的責任）、ＣＳＶ（共有価値の創造）

キーワード：ＣＳＲ、ＣＳＶ、フィランソロピー、協働、コレクティブインパクト、
ステークホルダーエンゲージメント

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 准教授 津久井稲緒

研究概要

◆【自治体等政策者向け】企業の社会貢献を引き出す、産業界との連携を更に進める等
◆【企業向け】サステナビリティ経営の推進、ＳＤＧｓ貢献、社員の社会貢献活動の促進等

産学連携の可能性（アピールポイント）

【調査研究】
◆ 「自治体と企業との包括協定に関する調査研究」2014～2015年度
◆ 「レギュラトリーサイエンス理解促進に向けた情報発信の効果的手法の調査」2015年度、神奈川県
◆ 「自治体と民間等のマッチングから施策実現までのプロセスについて考える研究会」（公財）大阪府市町
村振興協会マッセOOSAKA、2023年度、https://www.masse.or.jp/masseosaka/kennkyujigyo/kennkyukai/kenkyu_hokoku.html

【講演会・研修講師等】
◆ 「部下の力を引き出すコーチング」長崎県・ながさき女性活躍推進会議、2015年～
◆ 「リモートワーク・ワーケーションなど新たな働き方の開発」東彼杵町、2021年～
◆ 「人財マネジメント」佐世保商工会議所佐世保産業塾、2024年
◆ 「企業・事業所の地域貢献」佐世保市南地区賛助会員部会講演会、2025年
◆ 「部下育成のコミュニケーション」長崎県保健師長会研修会、2025年
【外部委員会】
◆佐世保市都市計画審議会 2023年1月 ～ （継続中）
◆五島市まち・ひと・しごと創生推進会議 2022年7月 ～ （継続中）
◆長崎県固定資産評価審議会 2020年7月 ～ （継続中）
◆させぼ女性活躍推進会議 2017年10月 ～ （継続中）
◆佐世保市産業支援センター運営委員会 2017年4月 ～ （継続中）
◆佐世保市男女共同参画審議会 2016年8月 ～ （継続中）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/tsukui/

◆地域課題の解決とビジネスの成功を同時に追求する「CSV（共有価値の創造）」は、地域の事業
環境を質的に改善するとされています。個々の事業者のCSV推進や、地域課題の解決のために
ビジネスを活用する事例、事業環境の質的変化などを研究しています。

◆SDGsなど現代社会が直面している課題の多くは、様々な問題が絡み合い複雑な状態にあり、
解決のためには、多様な主体の対話と協働による価値創造志向のステークホルダー・エンゲージ
メントが期待されています。企業の社会貢献を地域社会に活かす方法や、企業・市民・政府・
NPO等の協働の促進につながる研究をしています。
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経営データ分析システム構築に関する研究

研究分野：経営学、経営情報論

キーワード：デジタルトランスフォーメーション、ビジネスプロセス改革、データ分析

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 准教授 前田 瞬

私は、特に、病院組織の情報システム構築に関する研究に取り組んでいます。具体的に
は、「医療の質向上（良い医療の提供）」と「経営の質向上（経営の健全化）」の両立を目指
す、データ分析システム構築に向けた実証的研究に取り組んでいます。
近年、注目を集めているAI（人工知能）やブロックチェーン等の最先端技術の医業経営
分野への応用や、医療の質向上と経営の質向上の両立を実現する医療機関組織の在り方
に関する調査に着手しています。最終的には、医療の質向上と経営の質向上に寄与する
医業経営データ分析システムの構築を目指しています。

研究概要

①組織のデジタルトランスフォーメーション実現に向けた情報共有、連携
②データ分析に基づいた経営意思決定、経営戦略策定の実現に向けた情報共有、連携
③EUC（End-User Computing）指向の情報システム構築の考え方についての情報共
有、連携

産学連携の可能性（アピールポイント）

（外部資金受入実績）
①医業経営データ分析環境構築のためのデータモデリングに関する研究（科研費基盤研究

(C)、研究代表者
②医療の質と経営の質を相互に高める経営意思決定支援システム開発に向けての基礎的
研究（科研費若手研究(B)、研究代表者
③ブロックチェーンによる分散オープンバリューネットワークの構築（科研費国際共同研究
強化(B)、研究分担者
④子どもの参加を促進する「子ども主体アセスメントシステム」構築に向けた実証的研究
（科研費基盤研究(C)、研究分担者
⑤文理横断・文理融合教育におけるカリキュラム開発及び学修成果測定に関する総合的研
究（科研費基盤研究(C)、研究分担者

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/maed-syun/

朱書きはすべて削除し
てください。

番号と同じアイコンを
事務局で挿入します。
←イメージ

教員情報URLは事務局
で挿入します。

-9-



組織事故・安全文化に関する研究

研究分野：組織文化論，経営組織論，企業倫理

キーワード：組織文化，企業文化，組織事故，安全文化，高信頼性組織

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 准教授 四本雅人

近年、日本において甚大な組織事故や企業不祥事が多発している。なかでも、2011年3月11
日に起きた東日本大震災とそれに伴う大津波によって、東京電力福島第一原子力発電所では、
複数の原子炉がメルトダウンを起こし，過酷事故(Severe Accident)へとなった。この未曾
有の経験は、企業そして社会の「安全性とは何か」を広い視野から根本的に見直す契機ともなっ
た。本研究では、原子力発電所やその他の重要インフラ企業における安全文化，そして，Weick
& Sutcliffe （ 2001, 2015 ） が 提 唱 す る 高 信 頼 性 組 織 （ High Reliability
Organization）について，理論および実証の両側面から検討し，新たな安全文化モデルの構
築を目指す。

研究概要

・社会的な影響の大きい重要インフラ企業に対して，安全文化がどれほど構築されているかの
検証と分析を行い，また，高信頼性組織の考え方を提案していきたいと考えている。
・組織事故を起こした企業に対し，その事故の技術的要因ではなく，組織的要因に注目して，事
故の原因や再発防止に対して，ともに考察していきたい。

産学連携の可能性（アピールポイント）

①外部資金受入実績：2015〜17年度 科研費・基盤研究(C) 「重要インフラ企業における安全
文化構築に関する研究」（研究代表者）
②外部資金受入実績：2016〜19年度 科研費・基盤研究(B) 「日本企業の高信頼組織化：組織
的視点からの安全とセキュリティの追求」（研究分担者）
③外部資金受入実績：2020〜22年度 科研費・基盤研究(B) 「これからの組織に求められる
危機への対応とレジリエンス：高信頼組織論の視点から」（研究分担者）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/yotsumoto/

-10-



英語教育に関する研究

研究分野：英語教授法、英語教育学

キーワード：英語教育、ICT、教材開発、自律学習、学習支援

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 経営学科 講師 竹内香織

学生の英語力向上のための授業改善・学習支援に焦点をあてています。 学生が現在の英語力と
目標とする英語力についてどのような考えを持っているかを把握し、そのニーズを反映させた授
業展開や教授法の改善に関する研究をおこなっています。また、英語教育におけるICTの活用に
も注目し、よりインタラクティブで効果的な学習環境、学生中心のアプローチを通じて、より質の
高い英語教育を実現するための基盤を構築することを目指しています。さらに、授業内だけでは
なく、ライティングセンター、スピーキングセンター、英語学習相談室やピアチュータリングでの経
験をもとに、授業外での英語学習支援に関する研究もおこなっています。

研究概要

インタラクティブな授業実践方法や授業外での学習支援等の提案をおこなうことができます。

産学連携の可能性（アピールポイント）

• 2020年11月 ～ 2020年11月 文部科学省「地域との協働による高等学校教育改革推進事
業」  千葉市立稲毛高等学校「探究活動成果発表会」 講師

• 2021年11月 ～ 2021年11月 文部科学省「地域との協働による高等学校教育改革推進事業」  
千葉市立稲毛高等学校「探究活動成果発表会」 講師

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/take-kaor/
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消費者利益と流通システム

研究分野：社会科学、商学

キーワード：商学、消費者、流通システム

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 国際経営学科 教授 岩重 聡美

日本型流通システムの特徴を明らかにし、消費者に主眼を置いた流通システムの構築に向けて、
消費者自身の在り方を探る。

研究概要

①日本型流通システムの効率化に向けた課題

②流通システムにおける消費者の地位

③消費者保護の在り方

④消費者利益追求に向けて

産学連携の可能性（アピールポイント）

長崎労働局労働審議会 副会長
CPネット長崎理事

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/iwashige/
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マネー・ローンダリング対策に関する研究

研究分野：金融およびファイナンス関係、国際金融論、金融論

キーワード：マネー・ローンダリング、資金洗浄、テロ資金供与対策、AML/CFT、
FATF（金融活動作業部会）

貢献できるSDGsの区分：16

経営学部 国際経営学科 教授 大澤裕次

①マネー・ローンダリング（資金洗浄）／テロ資金供与対策（AML/CFT）については、国際組織
FATF（金融活動作業部会）の定める基準がグローバル・スタンダードとなっており、各国の金
融機関や指定非金融業者・職業専門家は、その遵守が求められる。

②わが国に対するFATF 審査は、直近2019 年に行われ、大部にわたる報告書が2021 年8
月30 日に公表されている。FATF は、同審査報告書の中で、わが国について、大規模銀行な
ど一定数の金融機関を除くその他の金融機関は、「自らのマネロン・テロ資金供与リスクの理
解が限定的である」ほか、指定非金融業者・職業的専門家は、「マネロン・テロ資金供与リスクや
AML/CFT に係る義務について低いレベルの理解しか有していない」と厳しく指摘している。

③筆者は、マネロン・テロ資金供与対策について、FATF 基準の内容と、今後、わが国が取り組む
べき課題を研究している。

研究概要

①金融機関や指定非金融業者・職業的専門家におけるマネー・ローンダリング／テロ資金供与対策
の課題と対応について、産業界と連携して、調査・研究を行うことができる。

②金融機関の窓口等における本人確認強化の必要性等を含め、マネー・ローンダリング／テロ資金
供与対策について、県民の啓発事業（セミナー講師等）を産業界と連携して行うことができる。

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇 筆者は、FATF 第3 次相互審査ラウンドにおいて、2013 年5 月から2015 年7 月まで、財
務省国際局企画官として、FATF との国際交渉に当たった。また、金融機関等を対象としたマ
ネー・ローンダリング／テロ資金供与対策に関するセミナーの講師を務めた経験がある。

〇 研究成果として、「金融活動作業部会（FATF）を巡る基礎研究」 『長崎県立大学論集』 第57巻 
第4号（2024年3月）がある。

 https://reposit.sun.ac.jp/dspace/bitstream/10561/2047/1/v57n4p137_osawa.pdf

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/osaw-yuji/
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流通史・都市史に関する研究

研究分野：流通史、社会経済史学、軍港都市史、教養論

キーワード：流通史、ハンザ、軍港都市、博物学、教養

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 国際経営学科 教授 谷澤毅

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/tanizawa/

①商業・流通が歴史をつくり上げていく力、いうなれば「歴史形成力」に関心を持ち、情報の
流通や 文化の伝播も視野に入れながら考察を続けている。まずは、中世・近世のドイツで誕
生した「ハンザ同盟」というユニークな商人・都市共同体について調べ、その成果を『北欧商業
の研究 － 世界経済の形成とハンザ商業』という研究書にまとめた。次いで、考察範囲を広げ、
普段授業で取り上げている内容を中心に商業・流通の「歴史形成力」、グローバル化について
検討を進め、『世界流通史』というタイトルのテキストを作成した。
②佐世保に居住するようになって生活者としての立場から軍港を意識するようになった。こ
のような経験をもとにドイツ・キールと佐世保との比較、また同じく後発先進国・敗戦国であ
るドイツと日本の近代化、復興・発展に関する比較史的な研究を進めている。その成果は『佐
世保とキール 海 軍の記憶 － 日独軍港都市史小史』という著作にまとめている。また、長崎
で活躍した経済学者・歴史家である武藤長蔵の足跡と学問的な性格について考察し、その成
果を『武藤長蔵』という評伝にまとめた。

①商業・流通の発展を歴史と関連付けて理解することにより、グローバル化や豊かさ・格差の問
題、自然と人間との関係に関するより深い理解を得る。
②軍港都市の歴史、役割を正確に理解することにより、軍港都市をあらためて顕彰し、今後の
軍港都市の街づくりについて検討するための指針を得る。
③経営者に関する、文化や教養などを含めた幅広い理解により、経済・営利重視の現代の風潮
を相対視する視点を得る。

〈外部に向けた著書の出版〉
谷澤毅『北欧商業史の研究－ 世界経済の形成とハンザ商業』知泉書館、2011年
谷澤毅『佐世保とキール 海軍の記憶－ 日独軍港都市史小史』塙書房、2013年
内田日出海・谷澤毅・松村岳志（編）『地域と越境－ 「共生」の社会経済史』春風社、2014年
谷澤毅『世界流通史』昭和堂、2017年
谷澤毅『長崎偉人伝 武藤長蔵』長崎文献社、2020年
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国際経済の諸問題に関する研究

研究分野：国際経済学、貿易論

キーワード：経済学、経済発展、経済対策

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 国際経営学科 教授 矢野 生子

①世界の金融システムを管理するIMF（国際通貨基金）と世界の貿易システムを管理するWTO
〔GATT〕（世界貿易機関）という2つの国際機関の変遷と役割についての再考察

②国際経済における様々な経済問題について、これまでに世界各地で発生した経済危機などの
実例をもとにして理論的・実証的に比較・検証をおこなう。

③国際間の生産要素移動（資本移動・労働移動）を前提とした新たな経済理論の構築

研究概要

①国内外の時事問題について経済理論をもとに分かりやすく解説

 ②これまで観光や地方創成に関する委員会や研究もおこなっている。

産学連携の可能性（アピールポイント）

【科研費】
「女性労働と経済発展」 平成15年度～平成16年度科学研究費補助金基盤研究

【委員会】
①長崎県労働委員会 公益委員  （2014年11月～）

②佐世保市地方卸売市場運営協議会 会長 （2018年7月～）

③佐世保市国民保護協議会委員 （2006年5月～）

④長崎地方労働審議会委員 （2007年11月～ 2017年11月）

⑤「ながさき観光大学」教授(長崎県観光振興推進本部) （2006年7月～ 2009年3月）

⑥低平地研究会（佐賀大学低平地防災研究センター）委員（1994年4月～）
⑦地域創生専門部会長 （2022年4月～）

【講演会・研究会】
①佐世保市歯科医師会勉強会（2007年～2017年まで毎年1回開催）

②長崎県立大学公開講座

③川棚町ふれあい講座

④久留米大学公開講座 他多数

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/yano/
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海事経済に関する研究

研究分野：海運史、海運アライアンス、港湾ガバナンス、海運市場と海事法、海運と環境
問題

キーワード：太平洋航路・欧州航路、水平統合、民営化・PFI、規制緩和、排出権取引

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 国際経営学科 教授 山本裕

• 海運史： ニーヴェン著、山本訳（2025）『米国海運100年の変遷」、中央経済社。
• 海運アライアンス： 山本（2017）「異論 海運再編と今後の展望」、日刊CARGO.
• 港湾ガバナンス： 山本（2015）「フランスに学ぶ港湾ガバナンスとオペレーション」長崎県立大

学経済学部論集第４８巻第３号。
• 海運市場と海事法： Yutaka, YAMAMOTO “The relationship between 

integration of liner shipping companies, alliance reformation and the 
shipping market structure” IAME2018 Mombasa, Kenya.

• 海運と環境問題： ２０２４年３月２６日長崎市内にて、ONEが主催する第３回コンテナサミット
に出席。分科会にて「海運における脱炭素化を推進するための産学連携方法等について」を議
論。

研究概要

• 海運企業や行政に対して、次世代燃料や環境対応船の開発、排出権取引などについて社会科学
の見地からアドバイスが可能。船社との実績あり。

• 造船会社に将来の船ネタに関するアドバイスが可能。地元造船会社に実績あり。
• 船主や金融機関に対してシップファイナンスに関するアドバイスが可能。地元金融機関に実績あ

り。

産学連携の可能性（アピールポイント）

• 国際戦略港湾競争力事業評価委員会委員（国土交通省港湾局）、佐世保市地方港湾審議会会長
（佐世保市港湾局）など多数

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/yamamoto/
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多国籍企業におけるCSR活動を促すコン
トロール及びERMについての研究

研究分野：会計学

キーワード：マネジメント・コントロール、CSR、ESG、内部統制

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 国際経営学科 准教授 黒岩美翔

本研究は、多国籍企業の社会的責任(Corporate Social Responsibility：以下CSR)活動
を促すコントロールの日仏米の比較研究を通して、持続可能性を考慮した全社的リスク・マネジメ
ント（Enterprise Risk Management:以下ERM）フレームワークの適用可能性（国ごとの適
切な適用）を検証することを目的としている。具体的には、CSR活動に積極的な多国籍企業の中
で行われているコントロール活動とリスク・マネジメント体制の事例研究を行う。そしてその分析
をもとに、これまでの研究で明らかにしてきたコントロール論とトレッドウェイ支援組織委員会
（以下COSO）内部統制との関係を念頭に、持続可能性を考慮した新しいCOSOのERMフレー
ムワークが様々な多国籍企業に適用可能かを検討する。

研究概要

①日仏米企業のCSR活動を促すコントロールを比較研究することで、多様な企業に適用できる
CSR戦略コントロールを提示することができる。

②各国のERMフレームワーク適用の事例を研究することで、グローバル化社会におけるERMの
さらなる発展または浸透に貢献することができる。

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/kuroiwa/

【外部資金受入実績】
2021年4月～2024年3月 日本学術振興会科学研究費2021年度若手研究

【外部委員】
2019年10月～現在 佐世保市国民健康保険運営協議会委員
2021年11月～現在 佐世保市通学区域審議会委員
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ASEANの中小企業に関する研究

研究分野：経営学関連、地域研究関連、国際関係論関連

キーワード：異文化経営、中小企業、東南アジア

貢献できるSDGsの区分：

経営学部 国際経営学科 准教授 三浦佳子

中小企業の国際化は、日本でもASEANでも企業の成長および経済の成長の観点から関心が高
い。しかしながら中小企業の場合、外部および内部環境の課題から国際化に積極的な取り組みが
できないでいる。そのため輸出であれば、政府は輸出支援機関を通して、輸出支援を行っている。
果たして、輸出支援機関の支援策は効果的に機能しているのだろうか。国際化はどのように進め
るのだろうか。そもそも国際化は中小企業の成長につながっているのだろうか。
日本およびASEANの中小企業を輸出や外国人材などといった国際化の観点から研究すること
で、国際化を通じての経済発展の一助とすると同時に、日本とASEANの中小企業の連携を考察
する。
（１） 国際化と中小企業の成長
（２） 輸出支援機関とその活動
（３） 外国人材の活用
＊なお、ASEANとはインドネシア・マレーシア・タイを中心とする。

研究概要

・ 日本の中小企業の海外展開に関する調査
・ 中小企業の経営に関する日本とASEANの調査研究
・ 異文化経営に関する調査
・ 外国人材やグローバル人材育成に関する調査

産学連携の可能性（アピールポイント）

・ 中小企業からの受託研究（輸入マーケティング）
・ 佐世保市北部商工会「伴走型小規模事業者支援推進事業委員会」委員長
・ 長崎県商工会連合会「専門家派遣」
・ 佐世保商工会議所での講師（市場環境）
・ インドネシアの大学での講師（輸出マーケティング）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/miur-yosh/
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市民自治（地球的平和）に関する基礎理論的研究

研究分野：市民自治論、地方自治論、行政学、公法学、平和学、災害・防災論

キーワード：自治、協働、SDGs、シティズンシップ、地球的平和

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 教授 黒木誉之

地方自治を「自治（デモクラシー・民主主義）」という視点から研究を重ねています。現代の社会構
造は、ガバメントという行政による一元的な統治社会から、市民、NPO、企業そして行政等の多元
的な主体によるガバナンス、協治社会へと変容してきました。このガバナンスを支えているのが「協
働」です。この「協働」は市民の自治意識を前提とすることから、市民性を「自立性」「自律性」そして
「友愛性」へと発展的に育み、自治的社会へと成熟化させていく必要があります。分権（Skill）から
自治（Will）へ、「モノづくり」から「ヒトづくり」へのパラダイム・シフトです。地方自治の政治的教育機
能を具現化するための制度設計が、今、ガバナンスには求められています。
そこで、これまでの地方自治を再考し、「自治」「協働」「SDGs」「シティズンシップ」「内発的発展」
「ソーシャル・キャピタル」「サードプレイス」等をキー概念に、「市民自治に関する基礎理論」について
研究を重ねています。
そして、この研究を地域、国家、国際社会
へとステージを広げ、「地球的平和構築に
関する基礎理論」の確立を目指しています。
※2013年度自治体学会研究論文賞受賞。

研究概要

〇研修講師 その他
※出来ることに限りがあるとは思いますが、

 何かございましたらご相談ください。

産学連携の可能性
（アピールポイント）

〇2021年度 公共政策実習・教員プロジェクト
「SDGs未来都市の取り組み
  -熊本県水俣市を事例として-」

〇現地フィールドワーク（ゼミ活動含む）
長崎県波佐見町、宮城県南三陸町、熊本県阿蘇市・水俣市・益城町・和水町 その他

〇地域連携：地域公開講座／高大連携等：出前講義 講師
「これからの地方自治－ガバメントからガバナンスへ－」 「体験しよう！防災シミュレーション

ゲーム『クロスロード』・『HUG』」 その他 ※「防災士」。
〇学外委員  第7次佐々町佐々町総合計画審議会会長

  長崎県総合計画・総合戦略懇話会会長（兼にぎわい・まち部会長） その他

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/kurogi/

図：内発的発展による地域社会成熟化モデル

出所：黒木誉之 「内発的発展の主体形成に関する基礎理論的研究」
  日本地方自治研究学会 『地方自治研究』Vol.36、No.1、2021年、38頁。
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日本の統治制度・戦後憲法史の研究

研究分野：統治制度、法制史

キーワード：日本国憲法、戦後史、憲法史、沖縄

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 教授 相馬清貴

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/soma-kiyo/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。

〇日本の統治制度の特徴について、主として憲法の観点から、海外との比較等を通じ概括的
に研究している。
〇日本国憲法施行直後における天皇の憲法意識等について、永井隆博士の表彰問題を手掛
かりにして、調査研究している。
〇１９７２年の日本返還まで米国統治下にあり、特殊な法の適用空間にあった沖縄について、
いわゆる裁判移送問題を取り上げ、米国側と沖縄側の法に対する意識の違い等を研究してい
る。

〇永井隆博士に対する当方の関心は、主として日本国憲法に定められた天皇の国事行為た
る栄典の授与に関する解釈から派生したものであるが、博士が多くの著作をあらわした当
時の博士に対する日本社会のイメージがどのようなものであったのか、またそれがどのよう
にして形成されたのかについても関心があり、博士に関心を有する関係の方々との連携が
できればうれしく思う。

現在まで特になし。
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行政の地域支援に関する研究

研究分野：財政、地方財政、福祉財政、地方創生

キーワード：財政、租税、社会保障、介護保険、地方衰退、地域運営組織

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 教授 綱 辰幸

国、地方政府に関する財政の財政研究をしています。特に、税制や社会保障制度に関する研究をし
ています。
最近は、地域の衰退の現状と背景、また新しい地域運営のかたちである地域運営組織（RMO）に
ついても関心を持って調査研究を進めています。

研究概要

行政改革の影響と背景、社会保障について説明したいと思います。
地域衰退の減少、背景と、小さな地域コミニティでのどのように存続しているかを先進事例から説
明して行きたいと思います。

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/tsuna/
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いつでも、どこでも、リハビリテーション

研究分野：神経心理学

キーワード：高次脳機能障害、オーセンティック認知リハビリテーション、動機づけ

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 教授 橋本優花里

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/yukari/

リハビリテーションを実践する臨床現場では、ご本人やご家族から「家でも
何かしたのですが、何をしたらいいのかわかりません」とか、「宿題を出して
いただけると助かるのですが」と言ったお話を聞くことがあります。また、リ
ハビリテーションを受けられる病院が近くになく、通院時の時間的、身体的、
金銭的負担に関する訴えを耳にすることもあります。そのようなご本人やご
家族のニーズにこたえるために、「どこでも認知リハ
（http://reha.heteml.net/）」を開設しました。このホームページでは、高
次脳機能障害や認知症に関する情報提供として障害の特徴をわかりやすく
示した4コマ漫画を掲載したり、自宅でもパソコン上でできるリハビリテー
ションツールを公開しています。
高次脳機能障害とは、脳血管障害や交通事故などによる脳の後天的な損
傷により、様々な認知活動（記憶する、読む、書く、話す、注意するなど）に問
題が生じ、その結果日常生活や社会生活に困難が生じている状態を指しま
す。そして、その改善を目指すのが認知リハビリテーションです。
近年では、スマートフォンでも利用可能なリハビリテーション用アプリや生
活支援アプリの開発に力を入れるとともに、「やる気を起こす」新しい認知リ
ハビリテーションの在り方や認知症を対象とした支援を目指しています。い
ずれのコンテンツもこれまでの心理学の研究の知見を取り入れたものです。

研究概要

病院現場等で必要とされているリハビリテーション課題や生活支援ツールに関する情報を提供し
ます。課題をICT化することで、患者様は病院以外で取り組むことが可能になったり、介助者の手
を借りずに自律的な生活ができることを目指すことができるようになります。
ICTを活用したリハビリテーション支援は、患者様のみならず、ご家族や病院のリハビリスタッフ
の負担軽減にもつながります。
リハビリテーションのみならず、心理的なストレスの可視化や軽減のためのツールの開発も目指
しています。

産学連携の可能性（アピールポイント）

認知リハビリテーションとは異なりますが、これまで安全にかかわる我々の「注意力」や「ヒューマ
ンエラー」ということに関して、認知心理学をベースにした講演や講習会を行ってきました。最近で
は、メールの誤送信など情報漏洩防止に向けた取り組みについて、心理学的な知見からの研修と
グループワークを行っています。このほか、リハビリテーション課題の開発についても、IT関連の会
社と連携しながら開発を進めています。

外部との連携実績等
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日本の歴史や地域の歴史に関する研究

研究分野：日本近世史

キーワード：江戸時代・対外政策・歴史資料・文化資源

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 教授 松尾晋一

・異国船への対応 これまで17世紀から19世紀初頭を対象に近世日本の沿岸警備に関して研究
してき た。当時の日本の対外関係は国家の成立と確立を経た時期として捉えられており、 東ア
ジア地域の政治状況も安定化していたと言われる。 しかし、この期間にも異国船の来航はみられ、
幕府は「唐船」への武力行使を行っ た。平和な「海」の実現とはどういう状況なのか、という問題
はあるだろうが、為政者 にとってはそれが実現できていなかったことは間違いない。幕府主導
での対外関係 の秩序化・安定化を推し進める装置のひとつとして沿岸警備体制が構築されたこ
と に鑑みれば、この点に注目して幕府対外政策の展開を見直すことは、「鎖国」政策 以後の対外
関係を動態的に捉えることを可能にするものと考えている。 

・「歴史」は過去のものではなく、現実社会にも様々な関りを持っている。現実社会のなかで歴史
認識を誤って、国が、個人が、企業が行動することもあり、各方面にさまざまな影響を及ぼすこと
がある。「歴史」をつかう責任とは何か、こうした点も分析対象としている。

研究概要

○文化財の保護
○歴史や文化財といった文化資源の活用（文化観光など）
○博物館・資料館などの指定管理者への助言

産学連携の可能性（アピールポイント）

○長崎歴史文化観光検定1級対策セミナー講師：長崎商工会議所（２０２４年）
○出島史跡整備審議会審議委員（２０２４年）
○大村市歴史資料館運営委員（２０２４年）
○長崎市長崎学ネットワーク会議理事（２０２４年）
○平戸市松浦史料博物館所蔵資料調査事業（２０２４年）
〇佐世保市南地区コミュニティセンター「黎明大学」講師（２０２４年）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/matsuo/
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産業連関分析による地域経済分析に関する研究

研究分野：農業経済学・地域経済学

キーワード：食料・農業・農村・産業連関分析・地域経済分析

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 教授 吉本 諭

農業経済学・地域経済学が専門分野です。具体的には、食料・農業・農村および地域を対象とし

て、産業連関分析を活用した経済分析に関する研究を行っています。

食料・農業・農村の重要性については定性的には言われることですが、どの程度重要なのか、

どの程度地域に貢献しているのかはわからない場合があります。その疑問に対して経済分析を

とおして定量的に指標を提示する、そしてこれからの食料・農業・農村および地域を考える研究

を続けています。

2021年3月に、博士学位論文等をもとにまとめた著書『フードシステムの産業連関分析－北

海道の食産業を考える－』農林統計出版（単著）を公刊しました。同書は、食が生産者から消費者

に届くまでに必要な食産業の一連のつながりをフードシステムと定義した上で、北海道と都府県

の食の相互依存関係を考慮したフードシステムの産業連関構造を分析し、北海道食産業の付加

価値創造の構図を明らかにしたものです。

研究概要

〇研究では、主な分析手法として、産業連関表に基づく産業連関分析を活用しています。

〇地域への施策効果・事業効果の定量的な把握が求められる中、自治体等において産業連関分析

 による地域経済分析(とくに経済波及効果分析)が実施されるようになってきました。

〇その上で、産業連関分析による地域経済分析に関して連携できる可能性があると考えます。

〇その際、当該自治体の産業連関表が事前に作成されていることが望ましいです。

〇教育・研究等のため実施できることに限りはありますが、まずはご相談ください。

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇科研費 基盤研究（C） 地域間産業連関分析による離島振興に向けた経済構造の解明

 研究代表者：吉本 諭 2022年度～2025年度

〇K市の農業が他産業に与える影響調査 2019年度

〇長崎県及び長崎県内市町の委員会等の各種委員に就任

〇食農資源経済学会 学会賞（学術賞）、北海道農業経済学会 学会賞（学術賞）を受賞

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/yoshi-s/
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英語教育に関する研究

研究分野：・英語学習における協働的学びの在り方

キーワード：協働、見取り

貢献できるSDGsの区分： ４

地域創造学部 公共政策学科 教授（特任） 松尾宏之

英語を学習する際に必要とされることの一つとして、興味・関心をいかに持続でき
るかが重要である。このことを念頭に置きながら授業を構成するために、協働学習
を効果的に取り入れ、学習者が主体的、能動的に学習を進めることのできる授業デ
ザインを研究する。また、その際に、学習者の動きをつぶさに観察する（見取る）こと
も重要となる。

研究概要

県内、県外を問わず、小・中・高の教員を主な対象として、参加費無料の授業研究会
を実施している。

産学連携の可能性（アピールポイント）

長崎「学び」の会（https://ja-jp.facebook.com/nagasaki.manabi/）に詳細
を記載。

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/pages/31131/
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研究分野：公共政策学、政治学

キーワード：市民参加、合意形成、協働型ガバナンス、参加型意思決定

貢献できるSDGsの区分：
目標11（とくに11-3, 11-a)
目標16 （とくに16-6, 16-7, 16-b)  
目標17（とくに17-14～17)

地域創造学部 公共政策学科 准教授 石田 聖

研究概要

■ 公民協働を支援する中間支援機能（及び組織）の機能や運営形態のモデル化
■ 協働に求められるファシリテーターやコーディネーター人材育成に向けた、高校・大学・NPO、
地域コミュニティ向けの教育機会の提供、教材の開発

■ 市民参加プロセスの設計支援、ガイドラインやコンピテンシーモデルの開発
■ 現実の地域課題への応用・実践 など

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/st-ishida

地域社会における協働型ガバナンスの
促進に向けたプラットフォーム構築に関する研究

今日、地域の課題解決や公共政策過程において、行政・企業・市民・NPO間での協働がますます求
められている。協働とは異なる役割を持つアクターが同じ目標を共有し、同じベクトルに動いていく
必要がある。一方、グローバル化や情報化が進展に伴い多元化した価値や利害の下で、一つの目標
に向かうのは容易ではない。そのため多様な人が集まって意見を形成する「場の形成」を行うための
「協働の場（プラットフォーム）」が必要となる。
本研究はセクター横断的なマルチステークホルダー協働や合意形成を支援する仕組みとして、国内
外における「コーディネーター人材」「中間支援組織」「政策ラボ／リビングラボ」などの可能性を検討
し、我が国の地域社会における導入・普及に向けた諸条件や方策を明らかにする。

■ 学外連携、研修講師
- 市民参加（住民参加の先進地ポートランドのまちづくり等）に関するもの（長崎市役所、長崎県庁、
平戸市、JR東日本株式会社、長崎国際大学、熊本大学、立命館アジア太平洋大学、東京財団等）

- 高校での探究学習や主権者教育の支援（五島高等学校、奈留高等学校、大村市「票育」事業など）
■ 外部資金
-科研費(基盤C) 「九州地域における再生可能エネルギーの普及拡大と地域活性化に関する研究」（研究 
分担者、代表：芳賀普隆） 2019～2023年度
-岡山大学文明動態学研究所助成研究「地域を変える若者の参画—先進事例の基礎分析—」
（研究分担者、代表：岩淵泰）2022年度～2023年度
■ 地域や企業との学外連携
- 「自治体SDGs」に関する共同研究（福岡地方自治研究所、九州大学アジア・オセアニア研究センターと
の連携）、長崎県議会と長崎県立大学との連携協定事業の推進、（一社）Re:Port Saseboとのエリア
マネジメントに関する調査活動、（一社）奈留しまなび舎など離島地域との域学連携など
■ 学外委員等
- 松浦市第6次総合計画審議会（議長）、佐世保市文化振興委員会(委員）、長崎県公益等認定審議会

(委員）、佐世保地域経済活性化推進協議会（観光WG委員)など歴任 -27-



研究分野：社会学、文化社会学、社会調査、地域社会論、災害アーカイブズ論

キーワード： 記憶、継承、地域社会、モノ、語り、生活史、アーカイブズ

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 准教授 深谷 直弘

直接の被爆体験者が数少なくなっていく中で、「記憶」の世代間継承が大きな課題となってい
ます。その中で私は、一貫して地域社会の生活者の視点にたって「原爆の記憶」を問おうとしてき
ました。研究では長崎という場所にこだわり、地域生活のなかでどのようにして原爆の記憶が継
承されていくのかについて探求しています。具体的には被爆遺構の保存過程や原爆資料館の展
示、非体験者などの平和活動を取り上げて調査研究を行っています。
また2017年4月から2020年3月まで、東日本大震災・原子力災害伝承館（2020年9月開
館）にて利用する資料の収集・保存業務に携わってきました。その経験をもとに、原発事故を含む
東日本大震災の記憶継承についても、震災遺構の保存や証言を語る活動を対象に調査研究を
行っています。
調査研究方法は、インタビュー調査などの質的調査になります。

研究概要

これまでの社会調査の経験、たとえばインタビュー調査の手法について、貢献できることがある
かもしれません。
東日本大震災・原子力災害伝承館の資料収集・保存業務を含めた災害アーカイブズ構築の経験が
ありますので、資料収集・目録の作成、あるいはアーカイブズを構築する場合にはお手伝いできる
ことがあるかもしれません。

産学連携の可能性（アピールポイント）

① 外部資金実績：公益財団法人トヨタ財団2016年度助成共同研究「戦争災害前後の日常生活
の記憶継承に向けたアクションリサーチの実践的研究」（共同研究者、2019年3月）、科学研
究費補助金「災害多発環境下の日本に住み続けることの意味を問う」（基盤研究A：
22H00031、研究分担者、2026年3月まで）など。

② 研修講師：東京都立瑞穂農芸高等学校 平和学習のゲスト講師（原爆体験の継承に関する内
容）、福島県須賀川市教育委員会研修 講師（「福島の復興の歩みと現状について」というタイ
トルで講演）

③ 外部調査委員：一般社団法人東友会「東京都在住原爆被爆者実態調査」調査委員・「東京都在
住被爆二世実態調査」調査委員（2015年7月）など。

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/fuka-naoh/

東日本大震災と原爆の記憶継承
に関する研究
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漁業地域の持続可能性に関する研究

研究分野：人文地理学、水産物流通、漁業経済学

キーワード：生態学的知識、フィールドワーク、漁場利用、集出荷作業、水産物市場

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 准教授 前田 竜孝

地球温暖化をはじめ、多くの人為的な作用の結果、漁場環境が大きく変化しています。また、
国内経済の停滞、輸入水産物の増大によって、魚価が低迷し、漁業収入は低下しています。漁
業者は環境問題、経済問題の最前線ではたらく人びとといえます。
本研究は、以上のような漁業を取り巻く状況へ、漁業者がいかにして日々の活動のなかで対
応しているのかを明らかにすることを目的としています。具体的には、生産については、漁場利
用の実態を、フィールドワークと聞き取り調査をもとに考察します。流通については、水産物市
場や漁協、さらに小売店舗での聞き取り調査をもとに、水産物の価値づけや流通経路の実態を
明らかにします。このほか、かつての漁業地域の置かれた状況を歴史的資料や聞き取りを通し
て調査します。事例研究を通じて、漁業地域がいかにして持続的に維持されるのかを考察し、
他の地域での応用可能性を探りたいと考えています。

研究概要

①「水産県長崎」の歴史・文化・経済の記録保存
②水産物の価値づけの実態調査
③漁業経営の実態調査
④水産物流通経路の調査
⑤水産物の消費形態の調査

産学連携の可能性（アピールポイント）

①大阪府岬町深日での長期調査（2014年～現在）
②兵庫県南あわじ市での長期調査（2017年～2019年）
③松浦魚市場での調査（2022年～）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/maed-ryuk/

朱書きはすべて削除し
てください。

番号と同じアイコンを
事務局で挿入します。
←イメージ

教員情報URLは事務局
で挿入します。
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英語教育と批判的言説分析 (EFL&CDS)

研究分野：英語教育 教育学 パブリックペダゴジー 批判的言説分析

キーワード： EFL, CLIL, CDS、Gender, Diversity

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 講師 ハドー アンドリュー

私は、日本における批判的な英語教育を研究テーマとし、特に、内容言語統合型学習
（CLIL）や批判的言説研究（CDS）の理論を英語教育（EFL）に取り入れることに注力して
います。私の目標は、学生の英語力を向上することだけでなく、社会的不平等への認識を
深め、自らのクリティカルシンキング能力を高めることです。

研究概要

小中学校の英語教科書分析
ポピュラーメディア分析
英語スピーチ指導
Critical Discourse Studies
CLIL 

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/ahaddow87/

平成29年～31年 NAGAZASSHI, Nagasaki’s Foreigner-Oriented 
Events and Culture Magazine 編集, 取材、執筆

平成30年～令和５年 長崎税関通年弁論大会 英語の部 審査・指導 

令和2年～５年 長崎高等技術専門校観光オフィスビジネス科
ホテル英会話
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人材育成と地域資源活用による長崎県の持続可能な
地域振興・活性化に関する研究

研究分野：総合人文社会学、観光学

キーワード：観光とSDGs、ニューツーリズム、地域振興・活性化、 産官学金連携による
地方創生、課題解決型人材育成

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部  公共政策学科  講師 バロリ ブレンディ

研究概要

① 長崎県の国際観光の現状と課題：観光資源を活かした外国人観光拡大の可能性に関する研究調査
② 近代日本におけるインバウンド政策の展開に関する研究調査
③ 持続可能な観光の発展のため人材育成に関する研究（SDGｓと観光）

産学連携の可能性（アピールポイント）

〈2016年04月～2018年03月〉： 大学と連携したマーケティング調査と村内周辺市町村在住外国
人によるマーケティング調査、 弥彦村商工会『需要動向調査業務』（調査依頼）

〈2018年06月～2021年03月〉： 新潟県弥彦村インバウンド誘客指針策定委員会外部委員

〈2019年07月～2022年03月〉： 公益財団法人新潟県スポーツ協会審査員および連携促進会議
メンバー

〈2022年4月1日～現在〉： 平戸市共同研究委託：構成資産の集落（春日集落）の持続可能な維持・
発展に係る課題など検証事業
（2023年4月1日～現在）：「新時代に対応した高等学校改革推進事業（普通科改革支援事業）」、長崎
県立松浦高校コンソーシアムメンバー

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/pages/31134/

長崎県が持っている豊富な資源の見直しによる“観光”と“地域”の活性化を両輪として進めるこ
とが必要である。このことから、長崎県の観光の活性化における潜在的要因や必要な取り組みを
明らかにするとともに、「モノ」から「コトとヒト」のつながりを重視した“見る観光”から“体験観光・
つくる観光・感動する観光・ストーリ性ある観光”に向けた、新たな魅力と可能性を創出する研究と
して、ニューツーリズムの可能性を考察・検討するものである。先進事例を調査・分析し、長崎県の
価値や資源を発掘、再認識すると同時に地域の方々と交流拡大・産学官金連携強化・地域の人や魅
力を作り上げる戦略を組み立てる。“体験型観光による地域づくり”・“観光と人づくり”についての
調査、現状把握、課題整理を行い、国際観光に加えて「コトとヒト」に着目している。
また、観光分野の研究を進めていく上で社会連携や地域連携、そして、異文化や国際交流と国際
社会は基本的必須であり、自治体の政策やNPOの役割に着目し、持続可能なまちづくり、観光産
業と外国人観光客の誘致について学内外と国内外の研究者と連携しながら研究を進めていく予定
である。
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企業の始業時刻についての研究

研究分野：都市経済学、交通経済学、空間経済学、計量経済学、政策評価論

キーワード：公共交通、混雑、出社時刻、始業時刻

貢献できるSDGｓの区分：

地域創造学部 公共政策学科 講師 森岡拓郎

企業の多くは9時に始業する。このために一斉に皆が通勤し、道路は渋滞し、バスや鉄道は混雑
し、多くの人が毎朝疲労を覚えることとなる。しかし重要なのは、企業にも9時に始業する理由が
あるということである。
私の研究は、なぜ、どこに立地する企業が、そしてどのような企業が9時に始業するのかをまず
明らかにすることである。企業も伊達や酔狂で渋滞が酷く通勤に長い時間がかかる9時に社員を
出社させているわけではない。そこにはれっきとした理由があるはずなのである。それをまず明
らかにする。
次に、一つの企業が始業時刻を9時からずらしたら、社会にどれだけの良い影響があるかを明
らかにする。例えば8時半や10時に変えることで、どれだけ渋滞や混雑が減るかをシミュレー
ションしたい。
最後に、始業時刻を変更することの企業にとってのデメリットと、社会にとってのメリットを比
較し、政府は企業に始業時刻の変更を促すべきか検証したい。また例えば始業時刻を混雑時間
帯からずらしたら、補助金を支給するといった政策についても是非を明らかにしたい。

研究概要

我が企業や組織はデータを持っているけれど、活かしきれていないとお悩みの方は、是非お声を
かけてください。、私はデータ分析を得意としています。
またどんなデータを集めれば良いかわからないと課題を抱えている方も相談していただければ
と思います。こんなデータがあればこんな研究ができますと相談に乗ることができます。

産学連携の可能性（アピールポイント）

・私は鉄道総合技術研究所の松本涼佑研究員と共同研究を行っています。共同で鉄道混雑の分析
を行っており、現在も継続中です。
・政策研究大学院大学と住宅金融支援機構が共催している「住まいとまちづくりに関する短期特別
研修」で2018年から2023年まで講師を務めています。

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/t-morioka/
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中国言語文化教育に関する研究
研究分野：中国語・日本語の比較研究

 中国語教育と学習者の言語使用分析
             中国古代文明と日中文化交流史の研究

キーワード：中国言語文学、中国語教育、日中文化交流

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 公共政策学科 講師（特任） 高 芳

音声言語学・教育言語学・歴史言語文化研究の三領域を軸とする総合的な中国語研究である。第
一の柱は、中国語および日本語の音声・韻律体系の比較研究であり、語彙・文法構造における母
音の弱化、疑問文の音響的特徴、音節長と意味解釈の関係などを、実験音声学の手法で明らか
にしてきた。第二に、中国語の語用論や文法構造に関する研究を行い、とりわけ「給」構文や副詞
「有点児」などに注目してその意味的運用を精査している。また、中国語を学ぶ日本人学習者の
誤用傾向を分析し、初中級レベルの教材を複数執筆することで、教育現場への還元も行っている。
第三に、中国古代の宗法制度や金文、陶器文字の分析を通じて、古代中国の制度的文化の再構
築を試みるとともに、遣唐使や唐通事の言語教育活動を通じた日中文化交流の歴史的展開にも
取り組んでいる。これらの複合的研究により、中国語という言語の構造と実践、そして東アジアに
おけるその文化的伝播を多面的に解明することを目指している。 

研究概要

観光施設の中国語応用及び中国人観光者に対する異文化の理解・対応方法 

産学連携の可能性（アピールポイント）

長崎県教育委員会が主催した、高校中国語教師研修会の研修講師

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/gaofang/
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北東アジア地域における貿易と
環境に関する実証研究

研究分野：社会科学

キーワード：経済統計学、北東アジア経済

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 実践経済学科 教授 尹清洙

主に統計学の手法を用いて北東アジア地域の貿易と環境問題について実証研究を行っ
ております。

研究概要

〇中国語、韓国語が自由に使えるアドバンテージを生かして、中国や韓国に幅広い人的
 ネットワークを構築しております。
〇経済統計学を専門としておりますので、データ分析などの実証研究が可能です。

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇2007年04月 ～ 2010年03月 文部科学省学術振興会科研費 『若手研究(B) 東ア
ジアの経済協力に関する国際公共政策分析用の東アジアリンクCGEモデルの開発 尹清洙
（研究代表者）』
〇2008年04月 ～ 2010年03月 文部科学省学術振興会科研費 『基盤研究(C) 東ア
ジア共生時代の環境経済政策分析－モデルによる政策評価－ 尹清洙（研究分担者）』
〇2010年04月 ～ 2012年03月 文部科学省学術振興会科研費 『若手研究(B) 中国
経済の多地域動学的応用一般均衡モデルの開発 尹清洙（研究代表者）』
〇2011年04月 ～ 2015年03月 文部科学省学術振興会科研費 『基盤研究(C) 東ア
ジア共生時代の環境経済政策－計量分析による政策評価－ 尹清洙（研究分担者）』
〇2011年10月 ～ 2013年12月 韓国産業研究院（KIET） KIET共同研究プロジェクト
『韓国経済の多地域動学的応用一般均衡モデルの開発』 
〇2014年10月 ～ 2015年3月 韓国開発研究院（KDI） 共同研究プロジェクト 『韓国
における社会資本供給量の効率性に関する実証分析』 
〇2017年3月 ～ 2017年3月中国文部科学省春暉学者補助金 『中国貴州省の大学と
の共同研究連携の可能性について現地調査』

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/yinqz/
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持続可能な企業年金の制度設計に関する
制度・実証分析

研究分野：社会科学、金融・財政、会計ファイナンス

キーワード：企業年金、退職給付会計、適格退職年金、厚生年金基金、確定拠出年金 
(DC)

貢献できるSDGsの区分：

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/kabeya/

地域創造学部 実践経済学科 教授 壁谷 順之

 企業経営において、年金および退職金制度の維持運営は重要な役割を担っている。特に、従業
員の福利厚生面に関してはもちろんのことで、外部の利害関係者へのディスクロージャーの観点
でも企業業績に大きな影響を与える項目の1つとして掲げられる。こうした中、近年では企業年
金や退職給付会計を取り巻く環境が急速に多様化している。これまで長年に渡って企業年金制
度を支えてきた適年制度が2012年3月末をもって廃止となった。また、2013年には会計基準
の変更によって、企業の退職給付債務はこれまでの遅延認識から即時認識へと大きく変わった。
その結果、企業経営だけでなく、外部利害関係者はどのようにして財務諸表を利用するのかとい
う観点でも重要なテーマであると考える。

 こうした中で、企業経営者は自社グループが保有する厚生年金基金の維持存続か廃止などの
重要な選択をどのように検討しているのかを分析する必要性があると考える。例えば、2012年
2月から3月にかけて発生したAIJ投資顧問による年金消失事件は、その後の厚生年金基金制度
に大きな影響を及ぼしたと言える。このように、企業年金制度の廃止については、2001年度以
降の退職給付会計導入から十数年を経た今も、個別企業では積立不足問題や企業業績への影響
などの問題点が根強く残っていると考えられる。

 また、企業年金制度と退職給付会計制度の理論的枠組みとして、現在の制度詳細や現状分析、
課題整理などの理論分析もあわせて行う。その結果、持続可能な企業年金制度について、企業の
意思決定や福利厚生に対するあり方などへ言及していくことが本研究の概要である。

①日本の上場企業数約3,000社について、財務データを中心とした定量分析。

②経済的な意義の他、会計学や経営学（福利厚生）などの多面的な貢献につなげていく。

③企業年金制度の維持継続の他、新規導入などを検討されている企業等への参考に。

④本研究に関連した研究実績もぜひご参考に（教員情報欄に記載）。

＜外部資金の獲得状況＞
科研費（代表1件、分担2件）、財団等4件 ※詳細は教員情報欄に記載

＜その他＞
本学・地域公開講座（2020年度、動画）
地方自治体や地方議会議員への研修講師
日本FP協会（九州ブロック等）での相談会講師、など
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地方創生のためのファイナンス研究

研究分野：現代産業論、地域金融論、世界経済事情

キーワード：アセットファイナンス、プロジェクトファイナンス、
 コーポレートファイナンス、クラウドファンディング 

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 実践経済学科 教授 真田 高充

研究概要

本研究の目的は、地域活性化のためのファイナンス手法の最適化分析である。
事業者の資金ニーズは様々であり、資金調達方法も金融機関からの借入金から返済を必要とし
ない助成金や補助金、あるいは事業に共感して支援を募るクラウドファンディングまでと幅広い。
地方創生の目的にもよるが、まちづくりや創業による地域活性化から風力、地熱、潮流といった地
域ならではの再生可能エネルギーによる発電事業など、地方事業に適したファイナンスを最適化す
ることで、地方創生の一助とする。

産学連携の可能性（アピールポイント）

なし

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researcher/sana-taka/

ひと口にファイナンスと言っても、創業であれば助成金、投資資金やクラウドファンディング、公共
施設の整備運営であればPFI手法、また再生可能エネルギーによる発電事業であればプロジェクト
ファイナンスなど、ファイナンスのメニューは幅広い。

プロジェクトが大型化すると事業者の傾向として、事業の組み立てに集中するあまり、資金調達の
検討が遅れがちになる。特に公共施設の整備や再開発、また再生可能エネルギーによる発電事業な
どの場合、事業者自身（発案者）が借入を行うのではなく、プロジェクトを遂行する事業会社（特別目
的会社：SPC ＝ SPECIAL PURPOSE COMPANY）が債務を負う。SPCは事業者自身（発案
者）と切り離し、独立させて借入を行う仕組みを構築することから、関係者の調整も必要となる。

また、プロジェクトの担保は、事業から発生する収益と事業の持つ資産のみが対象となり、事業発
案者（親会社）への債務保証を求めない「ノン・リコース（不遡及）ファイナンス」が原則となる。

加えて、不可抗力リスクなど、リスクの引き受け手がいない場合でも原則SPCがプロジェクトのリ
スクを負担するため、保険によりカバーすることを前提に、保険の設計にも対応する必要がある。

お分かりのように、プロジェクトの遂行には事業内容のみならず、ファイナンスの仕組みも複雑に
なり、最適化が求められる。
地方創生の目的に照らし合わせながら、適切なファイナンス手法を遂行するために、国内外の先行
事例などを考慮に入れながら、比較分析することが本研究の概要である。
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地域の移出産業に関する研究

研究分野：地域経済学（地域産業論・中小企業論）・観光経済学・地域連携貢献学

キーワード：地域産業・移出産業・産業観光・観光消費

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 実践経済学科 教授 竹田 英司

日本の地方市町村や中山間地域は、人口が減少し
ている。経済学的な地方創生とは、人口減少下での
地域経済活性化を意味する。そして地域経済活性化
とは、「地域の稼ぐ力」である地域の移出産業を再生
や育成することにある。地方市町村や中山間地域で
は、農林漁業、地場産業、観光産業などが、地域の移
出産業である。
なぜいま産業観光なのか。本研究では、地方市町村
や中山間地域における地域移出産業の再生策や育成
策として産業観光に着目する。
本研究の目的は、地方市町村や中山間地域が生き
残るために、持続可能な（sustainable）地域移出産
業の再生策や育成策を明らかにすることである。

研究概要

• 地方創生と地域イノベーションに関する調査研究〔共同研究〕
• 地場産品に関するマーケティング調査研究〔受託研究〕
• 地域観光経済に関する調査研究〔受託研究〕

産学連携の可能性（アピールポイント）

• 外部委員：唐津産品魅力発信業務プロポーザル審査委員長（2022年）
• 外部委員：長崎県ワーケーション受入促進事業業務委託審査委員（2021年）
• 外部委員：佐世保市北部商工会伴走型小規模事業者推進事業委員会座長（2019年）
• 招待講演：佐賀県有田町六日会招待講演（2021年）
• 招待講演：肥前やきもの圏人材育成・啓発セミナー基調講演（2021年）
• 招待講演：クラフトツーリズム産業協議会第1回全国大会基調講演（2020年）
• 受託研究：美濃焼市場調査研究（2021年・多治見陶磁器卸商業協同組合から受託） 
• 受託研究：波佐見焼市場調査研究（2021年・波佐見焼振興会から受託）
• 受託研究：有田焼市場調査研究（2021年・有田商工会議所から受託）
• 受託研究：波佐見グリーンクラフトツーリズム調査研究（2020年・ 西海陶器株式会社から受
託）

• 受託研究：波佐見焼市場調査研究（2019年・クラフトツーリズム産業協議会から受託）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/etakeda/

企業の利益
が増える

労働者の平均
所得が上がる

若年移住者
が増える

生産地をツーリ
ズム化して稼ぐ

お金を
落とす

コト消費 トキ消費

モノ消費
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韓国の食料流通システムに関する研究

研究分野：食料経済、食品流通、消費者教育

キーワード：韓国、食品小売業、消費者教育、FTA、食料輸出

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 実践経済学科 教授 田村 善弘

韓国の食料流通システムは、歴史的な背景から日本と共通する仕組みが数多くある。一方で、
近年ではITなどの技術や積極的な政策対応などから、日本とは異なる進化を遂げたものもみら
れる。これまで、韓国の食料流通システムについて、川下の小売流通と消費者に焦点を当てて研
究を進めてきた。なお、現在、研究を進めているのは、以下の4点である。

①韓国の食品小売業と食品のマーケティング

②韓国政府や自治体における農産物・食料輸出に関わる対応

③韓国におけるFTAの推進と農業・食品産業

④韓国の大学等における消費者教育

研究概要

①韓国の食料流通全般に関する情報提供

②韓国における農産物輸出体制に関わる情報提供

③上記内容に関する韓国語の研修および調査時の助言

産学連携の可能性（アピールポイント）

①韓国の自治体・研究機関への助言

②韓国の農水産物・食品輸出専門誌の日本語版監訳者

③韓国の大学の特別講義の講師など

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/ys-tamura/
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個人情報保護の理論と実務に関する研究

研究分野：個人情報保護

キーワード：個人情報取扱事業者、個人情報、個人データ、安全確保、開示・訂正・利用
停止

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 実践経済学科 学部長 教授 横山均

個人情報保護法の立案者であるだけでなく、
個人情報保護の理論と実務に関する研究では、
我が国でトップクラスです。

右の写真は、筆者が平成15年から執筆を続けている
「個人情報保護の実務」(加除式)(第一法規)です。

研究概要

筆者は、個人情報保護の研修やコンサル(受託研究)では、「斯界最高峰」と評価されています。

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/hyokoyama/
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研究分野： 理論経済学関連

キーワード： ゲーム理論、契約理論、インセンティブ

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 実践経済学科 准教授 有馬弥重

個人や企業など（大きな単位ではひとつの国）をひとつの主体と
して考えると、それらの主体は、自己にとってより有益となる行
動を選択することがほとんどです。しかし、最終的にどのような
利益が得られるのかは自己の行動のみで決定するのではなく、
現実には他人との関係性やライバル企業の行動にも影響を受け
たり、さらに相手やライバル企業がどのような行動をとってくる
のかそれがまだはっきりしない状況で、自己の行動を決定しな
ければならなかったりというような状況が非常に多く見受けら
れます。日常生活におけるこのような構造において、経済的主体
がなぜそのような行動決定を行うのか、なぜそのような経済現
象が生じるのかをゲーム理論やミクロ経済学の観点から分析を
行っています。

研究概要

① 経済学で分析される無駄のないより効率的な市場取引体制の考え方など、経済現象に関す
るミクロ的観点からの分析、および提言 

② 様々な主体の行動が、どのように影響しあって日常生活での身近な出来事や経済事情など
が生じているのか、その原因や仕組みについて、ゲーム理論的観点からの分析

③ 各主体間での契約取引に関するインセンティブ構築などの分析、および提言

産学連携の可能性（アピールポイント）

特になし

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/arima/

朱書きはすべて削除し
てください。

番号と同じアイコンを
事務局で挿入します。
←イメージ

教員情報URLは事務局
で挿入します。

ミクロ経済学における、ゲーム理論を用いた分析を専門としています。ゲーム理論は政治学、
心理 学、生物学など様々な分野でも適応されているものですが、特に経済学において幅広く 
用いられて いる優れた分析手法のひとつです。通常、人々や企業、地域、国などの主体は（状
況によっては自 己犠牲を伴うような行動を選択することもありますが）、本能的には大部分
において自己利益をより 大きくするような行動を選択します。このような本能的行動から発
生するインセンティブを有効的に 組み入れることによって、各主体間における契約や、公的機
関から民間機関への委託などを、より 効率的に構築することが可能となります。 以上のよう
な経済主体の本能的行動の仕組みを理解することにより、身の回りで生じているさまざ まな
経済現象が、なぜそのような結果となるのか、社会的に望ましい結果であるのか、という分
析・ 研究を行っています。 

ゲーム理論における契約理論分析
に関する研究
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労働政策の実施及び影響に関する実証分析

研究分野：社会科学、労働経済学、政策分析、応用経済学、計量経済学

キーワード：労働経済、社会保障、政策評価、国際比較、ジェンダー

貢献できるSDGsの区分：

地域創造学部 実践経済学科 准教授 虞 尤楠

労働経済学分野における各種政策に着目し、それらの政策の合理性および影響について、計量
経済学的手法を用いた実証研究を行っている。

主な研究内容：
①日本の労働政策の実施に関する実証研究
所得格差の是正、労働環境の改善、そして地域における人手不足の解消を目的として、日本の

最低賃金制度や育児休業制度などの労働政策について、その政策決定の合理性や実施状況を、
都道府県レベルのパネルデータを用いて分析している。

②労働政策の国際比較に関する実証研究
労働政策が各国の関連法規の主旨に沿った合理的な制度として機能しているかを検討するた

めに、日本や中国など複数の国を対象に、労働政策および社会保障制度を比較し、制度設計・運
用・成果の違いについて実証的な分析を行っている。

③労働政策が労働者・労働市場・企業に与える影響に関する実証研究
最低賃金制度や育児休業制度などの労働政策が、労働者の主観的厚生、特定職種における賃

金、企業業績などに与える影響について、個票データ、企業データ、都道府県レベルのパネルデー
タを用いて分析している。

研究概要

1.労働政策・社会保障政策の合理性および影響に関する実証研究
複数の種類のデータ（個票・企業・地域パネルデータ等）を用いて計量分析を行い、労働政策およ

び社会保障政策の合理性とその効果を検証する調査研究。

2.労働政策の国際比較に基づく労働環境の改善と政策導入可能性の検討
国際比較の視点から、より働きやすい労働環境の構築や政策導入の可能性、さらに外国人労働

者受け入れに伴う課題や留意点を検討する研究。

3.労働政策の実効性を高めるための企業支援策および公的介入の検討
労働政策推進による企業コストの上昇に対する対応策、ならびに公共部門による適切な政策介

入の必要性を論じる研究。

産学連携の可能性（アピールポイント）

松浦市まち・ひと・しごと創生協議会 委員（デジタル部門）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/yu-youn/
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地域における再生可能エネルギーの普及及
び地域活性化に関する研究

研究分野：環境経済学、環境政策論
キーワード：再生可能エネルギー、地域活性化、事業経営、ガバナンス、地域新電力
貢献できるSDGsの区分：
目標7（特に、7-1、7-a）
目標8～地域経済循環
目標11（特に、11-3、１１-a）
目標１７～多様なステークホルダー間の協働

地域創造学部 実践経済学科 准教授 芳賀 普隆

第7次エネルギー基本計画が2025年2月に閣議決定され、電源構成の目標に関して、再生可能エネル
ギーが22.9%（2023年度、速報値）から4～5割程度（2040年度）へ引き上げられるなど、再エネの主
力電源化に向けた具体的な方策が求められている。また、東日本大震災以降、大規模集中型の電力供給に
対するリスクの顕在化と地域分散型エネルギーへの着目等に伴い、地域における再生可能エネルギー普及
が期待されている。また、地方では少子高齢化、人口減少に加え、電力会社への支払いにより地域から富
が流出している中、エネルギーの地産地消に加え地域経済循環も喫緊の課題である。そのような地域にお
ける再生可能エネルギーの普及及び地域活性化の実現に向け、再生可能エネルギー普及における現状分
析や事業運営のあり方、ステークホルダー間の連携・協働、その具体的な形としての地域新電力の現状と
可能性、課題、地域社会への実装に向けた諸条件や方策を明らかにする。

研究概要

■地域における再生可能エネルギー普及に向けた現状分析・評価
■地域における再生可能エネルギー事業運営及びガバナンスの分析
■地域における再生可能エネルギー普及を通じた地域活性化・地域貢献
■地方自治体におけるSDGs推進に向けた調査・研究
■地域における再生可能エネルギー普及・促進人材育成に向けた、高校、大学、地域団体との連携、
普及・啓発活動

産学連携の可能性（アピールポイント）

■学外連携、研修講師
-地域公開講座（佐世保市中央公民館、大村市郡コミュニティセンター等）、長崎県立大学・公開講
座、高校への出前授業及び模擬授業
■外部資金
-科研費（基盤研究（C））「九州地域における再生可能エネルギーの普及拡大と地域活性化に関す
る研究」（研究代表者、代表：芳賀普隆、共同研究）2019-2023年度
■地域や企業との学外連携
-「自治体ＳＤＧｓ」に関する共同研究（福岡県地方自治研究所、九州大学アジア・オセアニア研究教
育機構との連携）、東アジアのグリーンリカバリーと脱炭素社会の実現に関する研究（立命館大学
アジア・日本研究機構アジア・日本研究推進プロジェクト）、（一社）ESPO（高島活性化コンベンショ
ン協会）と連携した離島の環境問題・地域活性化支援など
■学外委員等
-佐世保市環境政策審議会・副会長、佐世保市環境政策審議会・環境基本計画部会・部会長、
佐世保市環境教育等推進協議会・会長、長崎県SDGsアドバイザー派遣制度・長崎県SDGsアドバ
イザーなどを歴任

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/hhaga/
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「国民の熱狂」と戦争

研究分野：（社会科学）

キーワード：（地域社会・戦争・農村・メディア・教育）

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 井上佳子

戦争と「国民の熱狂」との関わりを研究。
当時の教育、平均的な所得水準と消費、農村を中心とした地域社会のつながり、メ
ディアのありようなど、さまざまな角度から、国民が戦争に期待したものと、国民
の熱狂が戦争の遂行に与えた影響について考察している。

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/inoue28/
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中・東欧の国際関係の歴史的・理論的考察

研究分野：国際政治学、国際関係史、安全保障論

キーワード：ハンガリー、外交、安全保障、体制転換（1989年）、NATO拡大

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 荻野 晃

ハンガリーをはじめとする冷戦期の東欧の国際関係史、ハンガリーの体制転換（1989年）当時
の国際環境と対外政策、体制転換後の中・東欧の国際関係を専門に研究してきた。具体的には、
冷戦期のソヴィエト・ブロック内部で起こった政治危機へのハンガリーの対応外交、体制転換当時
の人の国際移動が国際情勢に及ぼした影響、体制転換後の中・東欧の北大西洋条約機構加盟と
国防軍改革、政軍関係について考察した。

さらに、近年は2015年の欧州難民危機へのハンガリーの対応、2010年代以降のハンガリー
によるロシア、中国との関係強化をはかる「東方開放政策」、新型コロナウィルスの感染防止策を
めぐって生じたハンガリーと欧州連合との対立、ウクライナ情勢へのハンガリーの対応について
の分析を行っている。

研究概要

①冷戦後の欧州と日本との安全保障政策の比較分析

②人の国際移動がもたらす国際情勢への影響

③新型コロナウィルス、ウクライナ情勢をめぐる各国の対応の比較分析

産学連携の可能性（アピールポイント）

冷戦後の中・東欧の民主的な政軍関係の確立、2015年の欧州難民危機当時の人の国際移動
に関する講演

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/ogiaki/
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ナショナル・シネマの形成に関する研究

研究分野：文化人類学、メディア、ジェンダー研究

キーワード：比較文化、映画論、ジェンダー

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 唐津 理恵

映画研究において、日本映画といった括りを前提にする「ナショナル・シネマ」という概念、ある
いは枠組み自体が批判的に再検討されるようになって久しい。1980年代後半以降に、英国のア
ンドリュー・ヒグソンやオーストラリアのステファン・クロフツらによって、映画における「ナショナ
ルなもの」が問題とされるようになった。日本映画についても1990年代中頃には、これまで日
本映画がナショナル・シネマとして研究される際に陥りがちであった文化本質主義の問題に加え、
ジェンダーの視点の不十分さが指摘され、これらを克服するための新たな理論と方法の模索が
必要となってきている。

議論されている「ナショナル・シネマ」という概念は、単に一国で製作され、その国の文化や国民
性を反映していることを自明とするのではなく、むしろ映画を通して構築されるものとして研究
の対象とする。このような観点を踏まえ、今後の研究においては、「ナショナル・シネマ」の形成に
ついてジェンダーの視点を取り入れながら国際比較により明らかにしていく。日本と世界の映画
を比較検証することによって研究のさらなる発展をめざしたい。

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

令和2年4月より、米国ジョンズホプキンス大学のBernadette 
Wegenstein教授、Lauren Mushro氏が率いるプロジェクト型
の共同研究に携わった。本研究の一環として女性映像作家の河瀨直
美氏、及びキム・ソヨン氏にインタビュー取材を行った。連携実績とし
て、一章を執筆した書籍『Radical Equalities and Global 
Feminist Filmmaking－An Anthology』(編者Bernadette 
Wegenstein, Lauren Mushro) がVernon Pressより令和4
年3月に刊行された。

担当章タイトル: Water Imagery and the Feminist 
Subversion of Womanhood in Naomi Kawase's Still 
the Water (2014) and Soyoung Kim's Sound of 
Nomad: Koryo Arirang (2016) 

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/rkaratsu/
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グローカリゼーションの社会情報経済学

研究分野：社会科学(社会情報学、情報経済学、経営情報学、国際関係論、情報文化論)

キーワード：ネットワーク経済論、地政経学、産業組織戦略、地域コミュニティ開発

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 河又貴洋

〇「情報化のパラドックス」：情報化の進展に伴う社会経済問題の学際的研究
〇「情報化の地政経学」：情報ネットワーク社会経済の基盤であるインフラストラクチャー（固定資
本）とインフォストラクチャー（制度・社会規範）に支えられながら、「市場」において動的平衡をも
たらす供給（企業活動）と需要（コミュニティ活動）におけるネットワーク形成の政治文化経済学モ
デルを開発する。

研究概要

◆情報通信技術の社会的実装（企業戦略上の導入）に伴う課題と効果の検討
◆地域創生事業に関わるコンセプト開発／公共空間のデザインとその活用（公民館の利活用と
子ども食堂事業支援―フードバンク／フードドライブ／フードロス対策）

◆青少年のインタネット利用に関わる情報リテラシー教育・社会的支援の指導
◆離島地域の文化振興と地方創生のネットワーク戦略（地域電子マネー構想等）についての助言
◆インバウンド需要に対する電子マネーやMaaS構想の展開 他

産学連携の可能性（アピールポイント）

● 「新上五島町人口減少対策のためのガイドライン作成報告書」（新上五島町との相互協定事業，平成
29年3月） 新上五島町との共同研究事業「関係人口創出・拡大等調査研究報告書＜地域の“つなが
り”からの地域創生再考＞」（令和5年2月）

●「シーボルト食堂」（地域共生型子ども食堂）の実践（長与町との連携協定事業，平成30年度～現在）
●「青少年のインターネット利用環境づくりフォーラム in 長崎」（内閣府主催，令和元年11月29日）

コーディネータ
●社会情報学会研究会「SDGｓと社会情報学～持続可能な社会構築のための情報学を島から考える」
（長崎県・壱岐市・対馬市後援、令和3年11月13日）／「Workcationから考える島嶼社会情報学

 ～Mobilityがもたらす職住革命」（五島市・新上五島町後援、令和4年11月19日）ともに企画・司会

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/t-kawamata/
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中国の政治社会の動向に関する研究

研究分野：社会科学、中国農村、水利、農民工、日中関係、中国近代史

キーワード：社会学、地域社会、ジェンダー、農村、貧困、水利、環境

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 祁 建民

中国政治社会について研究する。農村社会構造の変遷、水利環境問題、貧富格差
問題、日中農村社会の比較、日中関係などを取り組んでいる。

研究概要

環境技術の輸出、農産品輸出、観光資源の開発

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/qjmjp/

「水と権力－中国の水利問題からオリエンタル・ディスポティズムの再検証
－」（基盤研究C、研究代表者、研究者人数1人、平成24～27年度）
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持続可能な観光につながる情報発信

研究分野：メディア論、コミュニケーション論、観光学、地域研究

キーワード：持続可能な観光、コンテンツツーリズム、リジェネラティブ・ツーリズム

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 賈 曦

① 世界でサスティナブル・ツーリズムやリジェネラティブ・ツーリズムの概念が受け入れられてい
る中、メディアと自治体と連携するネットワーク・協力体制の構築に向けて研究に取り込む

② 地域資源を観光コンテンツとして創出 コンテンツツーリズム、アドベンチャーツーリズムの可
能性

③ 観光データの活用した事業モデルの提示

④ 持続可能な観光につながる情報発信

研究概要

自治体、経済団体、観光振興団体、観光関連を中心とした民間事業者の参画により、官民の枠にと
れない組織が、メディアコンテンツを活用し、地域のインバウンドを拡大することにつながることが
期待される。

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/jiaxi/

長与町国際交流協会 理事
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大学における中国語教育に関する研究

研究分野：中国語教育

キーワード：中国文学、中国語文法、中国文化

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 周 国強

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

①県立壱岐高校中国語遠隔授業講師

②江戸時代において町人の美意識について（瀋陽航天航空大学・
 国際交流飢饉・北京日本文化中心）

③江戸時代の庶民思想と中国文化（遼寧省教育庁）

④儒学と日本の庶民思想（遼寧省社会科学院）

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/zgg/

①中国語語彙――量詞・ネット用語なとの゙研究 

②中・韓・台文学の中における日本耽美派文学の影響

③日中文化比較 
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現代中国における大衆思想の多様化と
政治的民主化の課題

研究分野：現代中国論

キーワード：中国 政治 民主化

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 鈴木 暁彦

２１世紀段階の中国大陸は、社会思潮が多様化しかつ複雑化している。２１世紀中国におけるより
多様な言説を分析し、現実との社会的緊張関係を探ることは、現代中国認識を議論する研究で
の重要な視座である。中国の自己認識を分析し、中国の現状と将来につながる展望を探り、その
研究結果を公表することで、広く社会一般に、参考となる視点と情報を提供できると考えている。

研究概要

特にありません

産学連携の可能性（アピールポイント）

特にありません

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/a5suzuki/
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ライブ・エンターテインメント観光におけるデジタル体験と
リアル体験の相互作用に関する研究

研究分野：社会学観光学メディア研究ジェンダー研究地域社会研究

キーワード：社会学・地域社会・ジェンダー・ファンダム・デジタル文化

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 教授 吉光正絵

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/my/

ポピュラー音楽ファンの観光行動に関する実証的な研究に取り組んできた。オンラインライブや
ファン・プラットフォームで得られるデジタル体験と、リアルなライブ参加体験がどのように相互
作用し、観光行動に影響を与えるのかを明らかにした。特に、ライブ参加が「聖地巡礼」「地域間
移動」などの観光目的となる点に着目し、持続可能な観光資源としてのライブ・エンターテインメ
ントの可能性を多角的に探究してきた。
この研究は、観光・エンターテインメント・メディア業界との連携可能性が高く、特に地域振興・

ツーリズム施策への応用が見込まれる。また、関連企業との協働によるファンマーケティングや、
地域の文化資源としての音楽イベントの活用など、具体的な社会実装の場も考えられる。国際的
にも、日本のライブ文化に特有の規律重視傾向や、東アジアを中心とした越境的なファンダム現
象を切り口に、グローバルなライブ観光研究の先端を担う研究として発展性を有する。エンター
テインメントを介した異文化間交流や世代・ジェンダー間の架け橋となる取り組みへの応用も考
えられる。

【クリエイティブ産業への貢献】
ファンたちのリアル×デジタルの複合的体験のニーズを明らかにすることで娯楽関連の知財を
創造するクリエイティブ産業（観光・エンターテインメント・メディア他）に有用な知見を提供する。
【地域社会の多様性への寄与】
ライブ観光は特定の地域へのファンの訪問を促し、地元の文化・風土との接点を生み出す。とり
わけ、ジェンダーの観点から女性ファンの移動や地域での安心感、共感形成などにも注目し、多
様性の尊重が観光や地域文化の発展にどうつながるかを提案できる。
【国際比較・文化越境性の分析】
国際的な文化交流やソフトパワー戦略にも示唆を与えることができる。

科学研究費補助金（研究成果公開促進費：学術図書）【課題番号：25HP5089】 2025年度
「日韓中女性ファンの比較文化社会学―贈与とメディア環境―」

基盤研究C【課題番号：25K15677】 2025年度～２０２７年度
「デジタル化によるライブ・エンターテインメント観光の変化と課題」

科学研究費補助金（基盤研究C）【課題番号：20K12405】 2020年度～2024年度
「観光資源としてのライブ・エンターテインメントの「楽しさ」と課題に関する研究」 -53-



19世紀アメリカにおける可傷性の文学的表象

研究分野：英語圏の文学・文化

キーワード：弱さ、ケア、コミュニケーション

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 准教授 生田和也

本研究は、19世紀アメリカ文学を「可傷性／脆弱性（vulnerability）」の観点から考察
するものです。可傷性は21世紀になって学術的にも社会的にも多用されるようになっ
た概念です。本研究では、理性的・自律的な「リベラルな主体」が政治・社会・文化の中心
と想定されていた19世紀のアメリカ合衆国にあって、同時代の文学作品には相互依存
的で可傷性を持つ「傷つきやすい主体」が多数登場することに着目しています。19世紀
アメリカ文学作品における可傷性を（1）「他者と環境」、（2）「性・人種・階級」、（3）「ケア
の倫理」の3つの観点から考察し、「傷つきやすい主体」の文学的表象を近代西洋思想に
見られる「リベラルな主体」への文化的抵抗と位置付け、可傷性に基づいた新たな社会
の在り方を希求する現代の学術的運動のなかで文学的想像力や文学研究が担う役割を
示したいと考えています。

研究概要

〇英語圏の文学・文化の理解
〇異文化理解

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇科学研究費助成事業「19世紀アメリカにおける可傷性の文学的表象」（2022-25）
〇長与町まち・ひと・しごと創生推進会議委員(2024-2025)

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/ikut-kazu/
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技能実習生など移民研究

研究分野：人・資本と地域を結ぶ総合研究

キーワード：社会学・政治学・経営学・経済学

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 准教授 小原篤次

■エリア：大都市、地方、国内・海外と調査対象、研究拠点を経験してきました。
■アプローチ：人・資本と地域を結ぶ総合研究。地理学、社会学、経営学、経済学など
学際的に研究を行ってきました
■研究テーマ：女性の社会進出、外国人雇用など国際化（移民研究）、SDGsなど。ヒト
の移動、カネの移動に関心を持ちながら、とりわけ、男女の社会進出格差（ジェンダー
ギャップ）、有給休暇、育児休暇も取れないといった、ワークライフバランスなど研究
テーマととして関心をもっております。

研究概要

研究のほか、以下のような職歴を有しております。
上場企業社外取締役、米国系企業３社で５年間勤務（JPMorgan Chase & Co., 
Bloomberg L.P. and Alliance Benstein L.P.）。中国証券監督管理委員会・中
国国家外貨管理局から適格海外機関投資家（QFII）の認可取得（メガバンク系の証券
会社では日本初）。みずほフィナンシャルグループの香港現地法人みずほセキュリ
ティーズアジアの初代株式調査長。

産学連携の可能性（アピールポイント）

神戸大学、早稲田大学、日本貿易会・経済産業省・ジェトロと関係が深い国際貿易投資
研究所の研究員も兼務しております。
このほか、2008年06月 ～ 2009年10月 社団法人日本経済調査協議会『国家ファ
ンド』（SWF）に関する専門委員会 専門委員■1994年04月 ～ 1995年03月 財団
法人アジア女性交流・研究フォーラム 海外通信員（フィリピン）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/ohara2012/
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経済の安全保障化と国際経済法の構造変化に関する研究

研究分野：国際法学

キーワード：国際法、国際経済法、国際紛争処理

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 准教授 平見 健太

現代における国際社会の変容が、国際経済法秩序にもたらす構造変化を研究しています。近年
ではとくに、経済の安全保障化の動向に着目しています。

すなわち、異質な政治・経済体制を備えた中国の台頭による国際政治の不安定化や、デジタル
革命などの技術革新による軍事用/民生用技術の相対化、さらには近時のCOVID-19の蔓延や
ロシアのウクライナ侵攻を契機とするサプライチェーンの寸断といった種々の要因を背景に、今
日の国際社会では、経済と安全保障の接近・融合傾向、すなわち「経済の安全保障化
(securitization of economy)」が急速に進行しています。

かかる動向を受け、諸国の間では国家と市場の関係性に重大な変化が生じつつありますが(市
場に対する国家介入の増大とその常態化)、こうした変化が、自由市場の理念を存立基盤とする
既存の国際経済法にいかなる構造変化をもたらすのかを解明することが、本研究の目的です。

研究概要

① 国際法が、個人や企業といった私的アクターの活動領域に及ぼす影響の分析

② 経済安全保障に関する国際社会の動向と法的リスクの分析

③ 国際経済紛争の予防・対策、とくに国際紛争処理（国家間で生じる国際裁判）への対応

産学連携の可能性（アピールポイント）

外務省「国際経済紛争処理研究会」委員、経産省「WTOパネル・上級委員会報告書研究会」委
員、（独）経済産業研究所「現代国際通商・投資システムの総合的研究」委員、中曽根平和研究所
「経済安全保障研究会」委員、国際経済連携推進センター「新たな通商ルール戦略研究会」委員お
よび「ガバメントアクセスと貿易ルールに関する研究会」委員、国際経済交流財団「ルール志向の
国際経済システム研究会」委員など。直近の外部資金獲得実績として、稲盛財団・2021年度稲
盛研究助成など。

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/hira-kent/
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研究分野：社会学関連、観光学関連

キーワード：地域創生、持続可能な発展、国際競争力、課題解決

貢献できるSDGsの区分：
「目標8：働きがいも経済成長も」、「目標9：産業と技術革新の基盤をつくろう」、「目標11：まちづく
りを人間中心に」、「目標17：パートナーシップで目標を達成しよう」

国際社会学部 国際社会学科 准教授 村上昂音

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/mura-koon/

持続可能な観光を通じた長崎県の地域創生

私は、観光を通じて地域づくりに貢献することを目指して研究をしています。地元の経済や産業に
は、若者流出や過疎化など、さまざまな課題があります。それらをどう乗り越えるか。地域の人々と
向き合いながら、その可能性を探っています。とくに関心を持っているのは、地方をはじめ離島や半
島といった、暮らしの条件が厳しい地域です。そこにこそ、観光の力が生きる場面があると思うから
です。自然や文化、地域に根ざした人の営み。それらをどう伝え、どう外とつなげていくか。小さな
事例を積み重ねながら考えています。現場に根ざし、実際の声を聴きながら、学生と一緒にかたち
をつくっていく。そうした研究でありたいと思っています。

• 地域の現状分析と課題抽出：地域の詳細な分析を行い、直面する課題を特定。
• 国内外の関連事例の調査：成功事例を調査し、それらを参考に地域振興策や持続可能な戦略

を構築。
• 専門家や地域関係者との協力：地域の企業や自治体、海外との連携を通じて、実際の課題解

決につながる施策を提案。

• 2016年10月ダイバーシティ事業「女性研究者による研究シーズ発表会」 TAMA産業
活性化協会主催(於中野プラザ・東京都） 共催(東京農工大学、東京外国語大学、その他
連携機構） 「中国における公共サービスの民間委託」 中野プラザ・東京都 口頭（招待・特
別） 国内会議

• 2024年4月より五島市地域公共交通活性化再生協議会会員に就任
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コミュニケーションに関する研究

研究分野：思想史、社会学、メディア研究、コミュニケーション研究

キーワード：記号媒体、媒介、記号過程、語用論

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 准教授 門部昌志

意味の媒体から出発しつつ、メディアとコミュニケーションの基礎を探求する。パースによれば、
記号は、人の心の中に、等値な記号ないし発展した記号を創り出す。はじめの記号が創りだした
その記号のことを解釈項と呼ぶ。この解釈項はまた記号となるというように、無限に続く。つまり
記号と解釈項は無限に連鎖するのである。このような、記号と解釈項の連鎖は、ヤコブソンにお
いては、言語内翻訳と呼ばれていた。通常の翻訳は言語間翻訳と呼ばれるのに対して､一つの言
語内部における言い換えは言語内翻訳と呼ばれた。ヤコブソンにおける言語内翻訳は、パースに
おける記号と解釈項の連鎖に対応するが、無限の過程とは想定されていない点には留意する必
要がある。

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

長与町の新しい図書館を想う会会報への寄稿5篇（「国境の街で─ストラスブール国立大学図書
館」第9号、2005年；「砕かれたガラスの記憶─ある図書館人の文化運動」第12号、2005年他。）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/mombe/
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教職に専門職性に関する研究：「女性らしさ」を問い直す

研究分野：教育哲学

キーワード：教職の専門性、社会理論、ホックシールド

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 講師 金弘理志

知識社会が到来し、あらゆる職業が専門職化する中で、教職の専門職性が少しずつ失われ
始めている。教育哲学の仕事は、現代にも通ずる教職の専門職性を明らかにすることである。
しかし、それはまだ十分に明らかになっていない。専門職に期待のまなざしを向け、どの職業
もこぞって専門職化を目指していた時代は過ぎ去り、ある職業を専門職化させること政治的
キャンペーンであることが指摘され始めている。本研究は、これら専門職性論の系譜におい
て政治的キャンペーンに絡み取られることのない専門職性を明らかにすることを目指す。そ
の際、注目に値するのが「女性らしさ」である。元来、教職を含め、看護や介護の現場で働く職
業人のうち女性が占める割合は高かった。これら仕事は、再生産労働の延長線上の位置づけ
られ、女性であれば誰でも簡単にできる職務とみなされがちであった。こうしたまなざしは女
性職の専門職化を妨げてきた。本研究は、「女性らしさ」を相対化するための理論・思想とし
て、ジェンダー社会学者のアーリー・ホックシールドの社会理論に目を向け、専門職性論にお
ける彼女の理論の可能性を探っていく。

研究概要

・教師であることの存在論的不安を抱える現職教員へのセミナーの開催

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/kane-masa/
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ストレスと言語学習心理

研究分野：社会科学、心理学

キーワード：ストレス、学ぶ、 スマートウォッチ 

貢献できるSDGsの区分：

国際社会学部 国際社会学科 講師（特任） ウィリアム マクドナルド

最近完了したウェアラブルデバイス（この場合はスマートウォッチ）を使用した研究
（MacDonald, 2022）では、ストレスが学習において重要な役割を果たす可能性が示唆され
ています。この研究では、言語学習におけるストレスとその役割を扱い、高いストレスと低いスト
レスの両方を示した学習者の両方が、有害な学習結果を経験したことが示唆されました。

このことは、理論的にも実践的にも多くの示唆を与えており、今後検討する必要があります。こ
れまでの研究では、Horwitzら（1986）の研究に基づいて「言語学習不安」に焦点を当て、スト
レスを軽減することを目標としたアプローチを奨励していましたが、今回の新しい研究では、そ
れが望ましくない可能性があり、学習者に不利益をもたらすだけでなく、健康上の結果にもつな
がる可能性が示唆されました。

さらに、ウェアラブルデバイスを使用した研究手法は、これらの技術が低所得国にとってどれだ
け利用しやすいか、また、高所得国がこれらの新しい研究手法から生じる研究を支配する可能性
について、多くの倫理的問題を提起しています。

研究概要

現在、ウェアラブルデバイス技術は、Garmin、Fitbit、Appleなどの海外企業が独占しているよ
うに見えますが、日本でも関心が高まっている分野であり、幅広い学問分野からの産学連携の可
能性があると思われます。

産学連携の可能性（アピールポイント）

上記の問題は、SAJU（南アフリカ-日本大学フォーラム）会議でのプレゼンテーションで議論する
ために提出されており、この分野での将来の研究に関して何らかの国際協力が行われることが期
待されます。

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/macdonald/
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メディアコンテンツクリエーション

研究分野：メディアコンテンツクリエーション

キーワード：CG、XR、メタバース、インタラクティブコンテンツ、3次元計測

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 教授 青木 研

CG、XR(VR、AR、MRなど）、メタバースなどの情報技術を応用したメディアコンテンツの表現
技術の研究開発、制作支援技術の研究開発、コンテンツ制作などをおこなっている。

研究概要

〇メディアコンテンツ制作の監修・指導
〇メタバースプラットフォームの提供とコンテンツ制作支援
〇CG、XRなどの表現技術の研究
〇CG、XRなどの制作支援技術の研究
〇３次元計測技術の研究

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇ながさきピース文化祭 2025「ナガサキの未来は君に託すよ」プロジェクトアート&ピースプ
ロジェクト運営業務委託に係る公募型プロポーザル審査委員会審査委員
〇TBS 「戦後６０年特別企画 ヒロシマ」CGによるキノコ雲の再現 委託研究

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/kenaoki/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。

CGによる広島爆心地再現
メタバースによる歴史的建築の再現 数理計算による造形表現
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イチゴ収穫台車による圃場の計測と可視化

研究分野：実世界情報処理、ヒューマンインタフェース、農業情報学

キーワード：サイバーフィジカルシステム、スマート農業、計測、可視化

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 教授 有田 大作

イチゴ収穫台車に計測装置を搭載し（右上図参照）、イチゴ収穫時にハ
ウス内を移動しながら以下のデータを毎日計測し、インターネット上
のサーバに蓄積する。
• 温度、湿度、二酸化炭素濃度
• 収穫コンテナの重量（つまり、イチゴ収穫量）
• イチゴ棚の画像
• 収穫台車の位置

これらのデータを基に、以下のような情報の可視化することで農業経
営を支援することを目指す。
• イチゴハウス内の温度、湿度、二酸化炭素濃度、収穫量をヒート

マップによって可視化することで（右下図参照）、環境や収穫量の
場所によるばらつきや相関がわかる。

• 毎日のイチゴの様子を画像で記録することで、一つ一つのイチゴ
果実を過去にさかのぼって見返すことができる。

研究概要

2者間の共同研究から国プロ応募への参加まで対応可能ですが、まずは
「とりあえず一緒にやってみる」ところから始められたらと思っています。

産学連携の可能性（アピールポイント）

• 農林水産省スマート農業実証プロジェクト「日本産イチゴの輸出拡大を強力に後押しす
るスマート高品質生産・出荷体系の構築」などのプロジェクトに、大学、公的研究所、民間
企業、農家とともに参加

• 長崎県、長崎市、地元農家などとの連携

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/arita/
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VDT画面デザインのアクセシビリティに関する研究

研究分野：デザイン学、人間工学

キーワード：色彩情報、アクセシビリティ、ユーザビリティ、VDT、人間中心設計

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 教授 片山徹也

社会の幅広い領域でデジタル化が進んでいる
高度情報社会において、コンピュータやスマート
フォン等のディスプレイや公共空間に設置され
たタッチパネル等を介して提供されるWebサイ
ト等の情報コンテンツにおいて、誰もが快適に
利用できる画面デザインは重要である。本研究
では、VDT（Visual Display Terminals）の
画面デザインを構成する諸要素に着目し、デザ
イン学的視座と人間工学的視座において、ユー
ザビリティやアクセシビリティの高いユーザイン
タフェースを提供するための画面や文字表示、
色彩設計を明らかにすることを目的とする。

研究概要

①VDT画面デザインにおける諸要素がユーザビリティやアクセシビリティに及ぼす影響を明らかに
することで、タッチパネル等のディスプレイを有する製品を介して提供されるコンテンツの画面設計
時に誰もが快適に操作できるユーザインタフェース、適切な文字表示・色彩デザインへ適用できる。
②誰もが快適に操作できるデジタルコンテンツの画面設計のための新しい指針及びガイドライン策
定のための基礎資料となる。

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部資金実績
科研費基盤（C）（研究代表者）
• 公共空間におけるタッチパネル画面のユーザビリティを高める配色パターンの開発（2019-
2023）

• タブレット画面の文字色と背景色の色彩がアクセシビリティと生理心理反応に及ぼす影響
（2016-2020）

• 有彩色によるVDT画面が作業効率と生理的心理的反応に及ぼす影響（2012-2015）

外部委員等
ながさきデザイン会議委員、長崎市景観審議会委員、佐世保市景観審議会委員、大村市都市景観デ
ザイン専門家会議委員等

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/katayama/
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数理的造形の研究

研究分野：ジェネレーティブ・アート 数理的造形 芸術工学

キーワード：自由な発想 抽象的CG プログラミング セレンディピティ

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 教授 金子 照之

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/kane-teru/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。

フラクタル、カオス、複雑に組み合わせた関数、独自に定義した超複素数など、数
学的手法による数理的造形を研究しています。研究者というより、デジタルアー
ティストとして活動していて、個展やグループ展などでの作品発表や様々なコンペ
に応募し続けています。国内外で多数受賞。数理的造形のためのアルゴリズムを考
案することも楽しく、Linuxパソコンを駆使して、C言語、JavaScript、shell 
script、Pythonなどで描画プログラムを自作し、抽象アートのシミュレーション
を繰り返し、パラメータを調整していきます。自由な発想によるコンピュータグラ
フィックスに没頭しています。数理的造形によって新たな抽象アート領域を切り拓
くことに取り組んでいます。

• 自作プログラムによる数理的造形の体験ワークショップ
• 数理的造形の講演

• 青少年のための科学の祭典への「きれいなもようをえがこう」ブース参加
• 高校での出前講義や市民講座での数理的造形の解説
• 国内外での作品展示、アート交流
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ICTによる地域コミュニティの活性化と人材育成

研究分野：人間情報学、観光学、社会システム工学、教育工学、サービス情報学

キーワード：イベントデザイン、Webデザイン、映像制作、バーチャル観光、
プログラミング教育

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 教授 吉村 元秀

地域の住民である「ヒト」、地域の活動である「コト（イベント）」、地域に広がる「モノ（サービス）」
がスマートに連動する住みよい「まち」をデザインし、その要素となるシステムを設計・開発してい
ます。「まち」には、QRコードやICタグを利用したキャッシュレス決済やスマートなレジシステム、
交通系のICカードが普及しています。学習機能をもったスマートスピーカーが家庭に普及し、自
動車の完全自動運転も夢ではありません。そんな「まち」づくりのためのデザインやシステムのコ
ンセプトを提案し、日々、技術開発を行うのが吉村研究室です。

近年では、以下のテーマを主たる研究テーマとして、まちづくり工学研究室として、公共団体並
びに地域企業との連携を図っています。

①プログラミング教育のためのコンテンツ開発とワークショップのデザイン
②映像や写真などのメディアを動的に活用したものがたりWebシステムの開発とデザイン
③360度コンテンツを活用したバーチャル観光ツーリズムのデザイン
④IoT機器を利用した社会機能をスマート化するIoTソリューションの企画・開発

研究概要

まちづくり工学は、近年の産学官民を複合的に推進する横断型研究の最たる取り組みです。
100年に一度の長崎の変革が叫ばれる中、これからのみらい長崎をデザインする重要な要素
が「ヒト」「コト」「モノ」を中心にまちのいたるところに散在しています。これまで長崎において
20年弱継続しているまちとの協業の経験を活かし、先進的教育、ものがたりデザイン、スマー
ト観光、IoTソリューションという要素を活用した未来都市長崎を一緒に創造しましょう！

産学連携の可能性（アピールポイント）

〈外部資金実績〉

2021-2023年度 科研費基盤(C)大学における災害時情報共有教育システムの構築（研究代
表者）

2021-2022年度 長崎市広報広聴課連携事業 長崎市PR動画制作（研究代表者）外部委員
2021-2022年度 長崎市提案型協働事業等選定審査会 審査委員
2018-2022年度 渋谷TANPEN映画祭Climax at 佐世保 実行委員
2017-2022年度 ながさき・愛の映画祭 実行委員

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/yxsimura/
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次世代無線通信における信号検出法の
解析と改良

研究分野：通信工学，非線形物理学，信号処理

キーワード：大容量無線通信，Belief Propagation法

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 講師 迫田和之

近年，様々なモノがネットワークに繋がるようになり，その多くが無線でネット
ワークに接続されている。今後もその傾向が続くとされ，無線通信の需要は増える
一方である。それらの通信容量も増大しており，多数の接続かつ大容量の通信を成
立させるため，次世代の大容量無線通信が盛んに研究されている。
本研究では，次世代の無線通信における信号処理の一つである，信号検出（受信
側で送信信号を推定する技術）に注目し，提案されている信号検出法（Belief 
Propagation法を用いた信号検出）の解析や改良を行っている。その信号検出の
アルゴリズムは，複雑でなぜ上手くいくのか明らかになっていないため，アルゴリ
ズムの動きを可視化し詳細に調査している。また，その調査結果から改良点を提案
し，次世代無線通信のさらなる性能向上を目指している。

研究概要

① 次世代無線通信に関するシミュレーション
② アルゴリズムの可視化

産学連携の可能性（アピールポイント）

①日本学術振興協会，科学研究費助成事業 若手研究（研究代表者），大規模
MIMOにおける特定の誤りに収束するBP信号検出の開発（2024年4月～
2027年3月）

② 電気通信普及財団，研究調査助成（研究代表者） ，大容量無線通信に用いる新た
なBP信号絵検出へのDNNを用いた学習の応用（2022年4月～2024年3月）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/sako-kazu/
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ヒトの認知基盤解明とその応用研究

研究分野：認知科学，認知心理学，感性情報学

キーワード：認知，感性，多感覚，音響心理

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 講師 中 貴一

注意や多感覚認知など，ヒトが環境の情報をどのように処理しているか，その基盤解明のための研
究を行っている。またヒトの注意特性を活かしたマルチモーダルな自動車室内情報提示や，ヒューマ
ンインターフェースの実験心理学的評価・感性評価など，応用心理学的な研究も推進している。

研究概要

• よりヒトに分かりやすく好まれるヒューマンインターフェースの提案
• 製品や技術の感性評価
• 錯覚など，ヒトの多感覚情報処理特性を活かした展示活動

産学連携の可能性（アピールポイント）

＜外部資金獲得実績＞
• 科研費（若手・代表）, 音の到来方向が騒音知覚に与える影響の解明－騒音評価への身体性の導
入－, 2024年4月〜2027年3月.

• 科研費（基盤A・分担）, 音の身体性が心理情報処理に及ぼす影響の基盤解明とその応用 ,
2021年4月〜2025年3月.

• 科研費（基盤B・分担）, 次世代モビリティにおける聴覚情報インターフェースデザイン, 2022年
4月〜2027年3月.

• 科研費（基盤B・分担）, 感性個人差指標 Affect-X の構築とビスポークAIサービスの基盤確立,
2022年4月〜2025年3月.

（他4件）
＜共同研究実績＞
• 4件（主に音響心理に関わる研究，全て分担）
• 中貴一, 山内勝也, 田上宣昭, 川田歩, “サイン音を視覚情報位置から提示することによるドライ
バ行動支援の効果,” 日本音響学会誌, 77(8), 491–499, 2021.

• 中貴一, 山内勝也, 田上宣昭, "自動車室内の情報表示のための音"－これからの自動車"のため
のサイン音デザイン－," 日本音響学会誌, 81(2), pp. 159–167, 2025.

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/naka-kiic/
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エンタメ作品視聴印象のリアルタイム評価

研究分野：実験心理学、音響心理学、音楽心理学

キーワード：エンターテインメント、音楽聴取、印象評価、リアルタイム評価

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 講師 藤沢 望

誰でも簡便に行えるリアルタイムの心理評価手法として、印象評価語を貼り付けたMIDIキー
ボードによる連続印象評価法を用いる。被験者は音楽等を視聴しながら、キーボードに貼られた
印象を感じた時点でキーを押す。強い印象を感じた場合は、その強度に従って複数回キーを押す。
このようにして得られたデータはバブルチャートにより表現され、作品中のどの部分でどのよう
な印象が想起されたのかを視覚的に把握することが出来る。

研究概要

①楽や映像作品等の心理印象の収集
②収集した心理印象の活用

産学連携の可能性（アピールポイント）

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/n-f/
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プレゼン行動における非言語行動による表現の
個人差要因の特定と可視化

研究分野：画像処理、視覚メディア、メディア情報処理、可視化、信号処理

キーワード：画像工学、視覚メディア、メディア情報学、感性工学

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報システム学科 講師  前村 葉子

プレゼンテーション、演技などのパフォーマンスは非言語行動により感情を豊か
に表現するスキルを学習するひとつの機会となり、人間の発達を押し上げる効果
があるとされる。本研究では,プレゼンテーションのひとつとして、紙芝居上演の演
者のパフォーマンスに着目し、パフォーマンスに寄与する要素のなかで観測可能な
非言語行動を測定し可視化する。

また紙芝居の場面転換にともなう場面感情の状態遷移を軸として演者の動作、
表情、音声などのマルチモーダルな信号を観測し熟達差にかかわる特徴を抽出す
る.これらの数理モデル化を行うことにより新たな入力演技信号に対する非言語行
動の各要素の熟達度を推定し提示するシステムの構築を目指す。

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

なし

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/hazuki/

①人物モーション分析（被験者数1・屋内・歩行無し）
② プレゼンにおける非言語行動抽出(被験者数1)
③汎用ウェアラブルセンサによる生体信号処理(被験者数1)
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プライバシ保護型ユーザ認証に関する研究

研究分野：情報セキュリティ，暗号理論

キーワード：暗号技術，暗号プロトコル，プライバシ保護，ユーザ認証

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報セキュリティ学科 教授 一色寿幸

近年，ユーザが登録した大手サービスプロバイダのID情報を，他のサービス利用時に用いるケー
スが増加している．ユーザが管理すべきアカウントの数が少ないため利便性が高いが，サービス
プロバイダにユーザが利用する他のサービスの情報を提供することになり，プライバシ上の懸念
が高まっている．そこで，暗号技術をベースに複製・偽造・不正利用ができないデジタル化された
証明書を発行することにより，プライバシ情報の漏洩リスクを低減するウォレット型認証方式を研
究開発する．

研究概要

・証明書発行者（サービスプロバイダ，大学，資格など）にユーザの行動情報を明かさずに，ユーザ
を確認し，サービスを提供できます
・管理すべきユーザ情報の最小化が可能なシステムの開発や，その安全性に関して評価を行います
・安全・高利便・プライバシ保護を両立したシステムを開発します

産学連携の可能性（アピールポイント）

2025年4月に着任したばかりであるため，実績なし．
（以下前職における実績）
・自動車メーカー，暗号資産事業者との技術実証
・デジタル庁 データセキュリティWG有識者委員(2024年〜2025年）
・ISO SC37 WG5 エキスパート
・ISO SC27 WG5 委員

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/reseachinfo/issh-tosh/

認証

ユーザ
情報

証明書

証明書
（ユーザ
情報）

【Before】 【After】

ユーザは
サービスを利用
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企業等を対象とした継続的な
リスクマネジメントに関する研究

研究分野：情報セキュリティ，セキュリティリスクマネジメント

キーワード：セキュリティリスクマネジメント，ISMS，セキュリティ教育

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報セキュリティ学科 教授 上繁 義史

企業，団体など組織で情報セキュリティ体制をつくって，継続的な
実践と改善を行う仕組み（情報セキュリティマネジメントシステム，
ISMS）が知られています。これを実際に取り組むには
「どこにリスクがあるか」を把握するところから始める
など，ハードルが高いのが実情です。本テーマでは
低コストでセキュリティを維持する方法を研究します。

このテーマでは，自分の課題に合わせたセキュ
リティ教育を効果的に行う方法や，皆さんを
惹きつける教材づくりの極意を考えます。

研究概要

◆小テーマ①の実現によって，どんな事業者でも実践でき，セキュリティを続けていけるようにな
ります。ケーススタディの蓄積やリスク管理ツールの研究で連携が可能です。

◆小テーマ②の実現によって，「セキュリティは関係ない」「むずかしそう」という方も楽しく学習で
きるようになります。教育方法と教材の開発で連携が可能です。

産学連携の可能性（アピールポイント）

◆主な外部資金実績 科研費：研究代表となったもの4件＋それ以外6件
科研費以外の競争的研究資金：研究代表となったもの1件＋それ以外3件

◆外部委員 情報処理学会 一般情報教育委員会委員（2016年度より）
論文誌「学術情報処理研究」編集委員（大学ICT推進協議会，2023年度より） ほか

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/uesh-yosh/

組織のセキュリティで「継
続は力なり」を簡便に実現
できる方法を研究します

小テーマ① より簡便に継続可能なセキュリティ体制づくり

小テーマ② 誰もが困らないセキュリティ教育

少しでもご興味がありましたら，ぜひお問い合わせください
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Society5.0の実現に向けた
セキュリティ対策を確立するための研究

研究分野：情報通信 / 情報セキュリティ

キーワード： CPS、IoT、制御システム、組込みシステム、Zero Trust

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報セキュリティ学科 教授 小林信博

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/koba-nobu/

〇我が国が目指すべき社会の姿として掲げているSociety 5.0 は、「サイバー空間とフィジカ
ル空間（現実世界）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立す
る人間中心の社会」と定義されており、一例として、現実世界のセンサーから IoTを通じてあら
ゆる情報が集積（ビッグデータ）され、AIがビックデータを解析し、機器の制御などを再び現実世
界に戻すことが示されています。

〇一方で、悪意によるサイバー攻撃を受けた場合に、現実社会
にもたらされる被害が増大することが懸念されます。そこで、
Society5.0の実現に向けてIoT制御システムの弱点となる
脆弱性を発見し、そのセキュリティ対策を確立するための研究
に取り組んでいます。

〇CPS および IoT のサイバーセキュリティ確保に係るアドバイス、実証実験、スタートアップ支援
〇情報処理安全確保支援士 第004158号 2017年4月（取得）

〇長崎市DX推進委員会 委員長（ 2021年7月 - 現在 ）
〇IoTセンサーネットワークにかかる実証試験、長崎県長与町・株式会社ラック（ 2021年5月 - 現在 ）
〇電子情報通信学会 情報・システムソサイエティ 情報通信システムセキュリティ研究専門委員会 専門
委員（ 2022年6月 - 現在 ） 

〇情報処理学会論文誌ジャーナル/JIP編集委員会（ネットワークグループ） 論文誌ジャーナル/JIP編
集委員（ 2022年6月 - 現在 ） 

〇情報処理学会 コンシューマ・デバイス＆システム（CDS）研究会 運営委員（ 2022年4月 - 現在 ） 
〇企業との個別共同研究（ 現在、4件実施中 ） -74-



人に注目したサイバーセキュリティ対策の研究

研究分野：情報セキュリティ、サイバーセキュリティ

キーワード：リスクマネジメント、セキュリティ教育、人材育成

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報セキュリティ学科 教授 島 成佳

安全なサイバー空間を維持するには、年々複雑化・巧妙化するサイバー攻撃の脅威に対抗する
ため、3つの観点（技術・制度・人）から成るセキュリティ対策を、社会・組織・個人のそれぞれで実
施する必要がある。しかし年々変化する脅威に、社会・組織・個人はどのように対応していけばよ
いかを判断することが難しい状況にある。

また、技術面や制度面の対策強化が進んでいる一方で、人の対策は利用者の知識の更新や新
たにITサービスを利用しはじめる世代への教育等、簡単に強化が進まず時間もかかる状況であ
る。

さらに、攻撃は判断ミス等の人を狙う傾向が強まっており、巧妙化にもなっており、人への対
策の重要性が高まっている。そして、複雑化・巧妙化する攻撃に対応できるセキュリティ人材の
不足も深刻化している。

本研究では、サイバーセキュリティをリスクマネジメントの観点から捉え、リスクの評価や受容
等の手法やリスク判断する指標を考案している。また、セキュリティ教育や人材育成に関しては、
サイバー演習によって人の成熟度を測る手法の考案やコンテンツの創出を行っている。

研究概要

① サイバーセキュリティ対策をリスクマネジメントに係るリスク指標の提案やリスクを評価を
行います。

② セキュリティ教育や人材育成に係る成熟度を測る手法や教育コンテンツを提案します。
③ 情報処理安全確保支援士を取得しております。

産学連携の可能性（アピールポイント）

〈2021年～現在〉
国立研究開発法人情報通信機構（NICT） 共同研究

〈2021年～現在〉
独立行政法人情報処理推進機構（IPA） 専門委員

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/shim-shig/
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組織内情報資産に対する統合的アクセス
制御モデルの設計と実装

研究分野：データベース関連、情報セキュリティ関連

キーワード：情報資産、統合管理、アクセス制御

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報セキュリティ学科 教授 C.ソムチャイ

現代の組織において、情報は最も重要な資産のひとつであり、その適切な管理と保護は持続可
能な経営の鍵を握ります。本研究では、組織内に存在する多種多様な情報資源に対して、総合的
かつ効率的なアクセス制御の仕組みを構築・運用する方法について検討します。
近年の情報システムは、クラウドサービス、モバイルデバイス、リモートワークなどの多様な環境で
運用されており、従来の単純なアクセス制御モデル（例：DAC、MAC）では対応が困難になりつ
つあります。本研究では、ロールベースアクセス制御（RBAC）、属性ベースアクセス制御
（ABAC）、**ポリシーベース管理（PBAC）**などの最新のアクセス制御モデルを組み合わせ、柔
軟性と統一性を両立する管理フレームワークの設計を目指します。

研究概要

本研究は、実際の企業活動における情報セキュリティの確保と業務効率の両立という現実的な課
題に直結しており、産学連携の観点からも高い実用性と波及効果が期待されます。

• セキュリティと業務効率の両立支援： RBACやABACといったアクセス制御モデルを企業環
境に適用することで、情報漏洩の防止と業務の生産性向上の両立が可能。

• DX・働き方改革の推進支援： リモートワークやクラウド活用が広がる中で、新しい働き方に対

応した情報管理基盤の構築支援にも貢献します。

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/somchaic/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

2006年4月～2011年3月：「情報爆発に対応するコンテンツ融合と操作環境融合に関する研
究」 研究代表者:京都大学大学院情報学研究科 田中克己教授、分担者：チャットウィチェンチャイ
ソムチャイ
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能動的サイバー防御に関する研究

研究分野： サイバーセキュリティ、ネットワークセキュリティ

キーワード： 能動的サイバー防御、AIに対する欺瞞とその対策

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報セキュリティ学科 教授 武仲正彦

サービス妨害やランサムウェア等のサイバー攻撃が激化する一方、保護対象についてもブロッ
クチェーンやAIなど日々新しい技術も増加している。また、世界では「能動的サイバー防御」の必
要性が唱えられているが、法的・倫理面での問題も指摘されている。本研究では、最新のサイ
バー攻撃の分析を行い、様々な技術・サービスに対する対策技術の研究開発に取り組む。また、
法的・倫理的にどこまでの能動防御が可能かについての検討も並行して実施する。
また、様々なシステム、サービスへの人工知能(AI)の活用が拡大してきている。AIの活用は、
自動化による業務の効率化・生産性向上だけではなく。人間の集中力低下により発生するミスの
低減などにも貢献する。一方で、AIは人間とは異なる判断ロジックを用いるため、人間には容易
に判断できるものでも、AIは誤った判断を下す場合がある。それを恣意的に実現するのが「AIに
対する欺瞞」であり、敵対的生成ネットワークというAI技術を用いれば、容易に「AIに対する欺
瞞」が可能になる。本研究では、 「AIに対する欺瞞」の分析を行い、それに対する対策技術の研究
開発に取り組む。

研究概要

• サイバー攻撃の最新トレンドに基づく防御技術の共同開発
• IoTや産業用制御システム(ICS)に特化したセキュリティソリューションの共同開発
• ランサムウェア攻撃の事前検知・被害最小化システムの開発
• AIシステム向けのセキュリティ評価サービスの提供
• AIに対する敵対的攻撃に強いモデルの共同研究
• サイバー倫理・法制度の共同研究と政策提言
• サイバーセキュリティ人材育成の教育コンテンツ提供

産学連携の可能性（アピールポイント）

今年度に企業から大学への移籍した直後のため、本学での連携実績はない。
• [現在]英国Queen Mary大学と共同で両国政府の共同公募(AI・情報)に応募中
• [現在]シンガポール本社のセキュリティ企業との共同研究の詳細検討中(サイバーセキュリティ)
• [現在]首都圏企業との共同研究の詳細検討中(量子セキュリティ)
• [今年度]県議会議員向けの研修での講演を予定(10月、生成AI)

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/take-masa/
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情報漏えいの人的要因に対する対策研究

研究分野： ユーザブルセキュリティ、サイバーセキュリティ

キーワード： セキュリティ対策行動促進、ヒューマンファクター、行動経済学

貢献できるSDGsの区分： 

情報システム学部 情報セキュリティ学科 教授 寺田 剛陽

サイバー攻撃検知やアクセス制御の技術は高度化し、組織マネジメントのガイドラインは洗練さ
れてきているにもかかわらず、個人・機密情報の漏えい、詐欺被害、ランサムウェアなどによる業
務停止の報道は後を絶たない。
  その主な要因の１つに、ITシステムを利用する人間の不合理さにある。具体的な行動としては
誤操作や権限設定ミス、ルール違反などであり、その背後には攻撃手口に関する知識不足のほか、
作業忘れや対策先延ばし、正当化などがある。
  本研究ではこういった人的要因による被害発生を減らすため、人間工学などの観点から被害の
発生点（メールソフトやサーバ管理画面、アプリなど）における「不親切さ」を抽出し、それを補う
ツールを開発することで、人間の行動原理に沿ったITシステムの実現をめざす。

研究概要

① セキュリティポリシー順守状況と人間工学的観点に基づく対策行動促進ツールの提案・開発
② 従業員の生産性を犠牲にしない日常的な情報リテラシー教育ツールの提案・開発
③ ビジネスメール詐欺検知ツールの提案・開発

産学連携の可能性（アピールポイント）

• 共同研究・委託研究： エムオーテックス株式会社（2023～）、総務省（2013～2016）
• 講師： 株式会社富士通エフサス（標的型メール訓練、2022）、中央大学 JEITA IT講座「電子社
会と情報セキュリティ」（2017）、FUJITSUファミリ会関東支部 セキュリティ対策講座
（2014,2015）

• IWSEC（International Workshop on Security） 実行委員（2015）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/tera-take/
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•

•

𝐸𝑛𝑐 𝑚଴ × 𝐸𝑛𝑐(𝑚ଵ) = 𝐸𝑛𝑐(𝑚଴ + 𝑚ଵ)
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大規模文書管理の効率化に関する研究

研究分野： ソフトウェア工学、システムズエンジニアリング

キーワード： アジャイル開発、DevOps、形式手法、地域防災計画

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報セキュリティ学科 准教授 木下修司

• 元々システム開発企業のエンジニアとして文
書管理システム（ワークフロー、履歴管理な
ど）に取り組んでいたことから、情報科学・ソ
フトウェア工学の成果を活用した大規模文書
管理の効率化に関心があります。

• 特に「地域防災計画」という自治体の大規模
防災文書の編集・閲覧の効率化を目指して、
これまで共同研究を前任校で実施していまし
た。東京都総合防災部さんとのプロジェクト
が２０２５年3月末で終了し、現在はその成果
を生かして他の自治体や企業でも利用可能な
システムを、大学発ベンチャーと連携しながら
開発しています。

研究概要

• 本開発にご支援いただける県内のIT企業さ
まは、お気軽に問い合わせください。AWS
運用やリモートアジャイル開発、ChatGPT
を用いたプロンプトエンジニアリング等の知
見は共有できます！

産学連携の可能性（アピールポイント）

• 2022-2024年度 東京都総務局総合防災部との受託事業「東京都地域防災計画の
IoD(Internet of Documents)化による防災力向上」（東京都事業提案制度）

• その他、システム開発企業やユーザ企業との連携実績あり（アジャイル開発支援、社内情報シス
テム運用への助言など）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/kino-shuj/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。
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新たなディジタル署名技術の開発

研究分野：情報学基礎論，情報セキュリティ

キーワード：ディジタル署名，耐量子計算機暗号，高機能署名，ディジタル署名の応用

貢献できるSDGsの区分：

情報システム学部 情報セキュリティ学科 准教授 福光正幸

ディジタル署名は, なりすましや改ざんがないことを保証する暗号技術の一種であり, SSHや
FIDOなどの認証プロトコルやブロックチェーン, 電子契約システムなどさまざまなシステムの基
盤技術として活用されている. 一方，暗号研究の中では，「なりすましと改ざんがないこと」+α
の保証を実現する署名技術（以降，高機能署名と呼ぶ）の開発が進んでいる．その一例として，
「マルチ署名」を挙げる．これは，複数人で構成されるチームメンバー全員によりデータを保証す
るための技術である．
本研究では，これまでに実現されている高機能署名を更に発展させることによる，新たな高機
能署名技術の開発や，既存のディジタル署名技術を用いた新たなアプリケーションの開発を行う．

研究概要

• 本研究にて開発したディジタル署名技術を基盤とすることで、従来のディジタル署名技術では
困難であった新たなシステムやアプリケーションが実現されることが期待できる。

• 高機能署名の開発のアプローチには近年報告されているディジタル署名技術を進化させる方
向性もあるが、本研究では実社会の問題をベースにこれを解決できる新たな高機能署名を開発
するアプローチも視野に入れている。

• 近年著しく研究開発が進む量子コンピュータを用いた攻撃について考える必要があるが、本研
究においても、量子コンピュータを用いた攻撃に耐性のある高機能署名技術の開発を進めてい
る。

産学連携の可能性（アピールポイント）

• 日本学術振興会，科学研究費助成事業  基盤研究(C)，AIデータの保証に特化した暗号技術の
開発 （2023年度～）．

• 電子情報通信学会などのゲストエディタ・プログラム委員への就任

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/fuku-masa/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

図：マルチ署名のイメージ

チームメンバー全員
により署名されたこと
をを確認

1つの署名データのみで全
員の承認を確認できる

従来のディジタル署名技術

マルチ署名

人数分の署名データ
の保存が必要
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妊娠期の交代制勤務者の睡眠健康プログラム 等

研究分野：看護管理、小児保健

キーワード：看護師、交代制勤務、足型、姿勢、子どもの事故

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 教授 大重 育美

①妊娠期の看護師における睡眠健康プログラムの構築

交代制勤務がさけられない看護師を対象とした疲労回復にも有効な睡眠の仕方などの
研究をしています。

②幼児期の子ども、青年期の大学生の足型と姿勢

幼児、大学生などを対象に足型と姿勢との関連、足型と生活行動との関連、足型と事故と
の関連について研究しています。

研究概要

①交代制勤務に従事する労働者に共通の睡眠衛生に資する研究です。

②足型からはじまる健康増進として、子どもから大人までのどの世代にとってもセルフチェック
ができる予防研究に資する研究です。

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/oshi-ikum/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

なし
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高齢者のワーキングメモリ機能の査定を取り入れた
認知症予防・啓発講座の開発

研究分野：教育認知心理学

キーワード：認知症・高齢者・ワーキングメモリ・認知症予防・認知症啓発

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 教授 大塚一徳

本研究は以下のような特色がある。
１．認知的加齢による影響の大きいワーキングメモリの機能に焦点をあてる。
２．高齢者のワーキングメモリを査定しフィードバックすることで、高齢者自身の認知症への理解
を深め、認知症の普及・啓発の一貫とする。
３．高齢者のメタ認知，記憶の自己効力感といった認知機能について信頼性・妥当性のある適切
な尺度を用いて量的に測定し，ワーキングメモリ査定の介入的運用効果を検証する。
４．オリジナルな簡易型ワーキングメモリ査定システムを改定・開発を行う。
本研究では、上記４．に挙げたように、認知症への理解を深めるための普及・啓発講座で運用可
能な簡易なワーキングメモリ査定システムの開発が必須である。そのためには、既に試験運用中
のモバイル端末等で稼働する簡易型ワーキングメモリ査定システムの改訂と妥当性の検証が必
要である。

研究概要

「認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進 」は本県の重要な地域課題である。我々の認
知の中枢を担う記憶機能の一つであるワーキングメモリは、もっとも認知的加齢の影響を受ける。
本研究では高齢者のワーキングメモリ機能の査定を取り入れた「認知症への理解を深めるための
普及・啓発講座」を教育システム開発の手法(Instructional Design)を取り入れ設計・開発する
ことである。また、本研究では、認知的加齢の影響が最も大きい「高齢者のワーキングメモリ機能」
の査定に焦点をあて、高齢者のワーキングメモリの査定とフィードバックが、高齢者自身の認知機
能に及ぼす影響について検討することも目的としている。

産学連携の可能性（アピールポイント）

壱岐市地域包括支援センター向けに開発したシステム

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/otsuka/

番号と同じアイコンを
事務局で挿入します。
←イメージ

教員情報URLは事務局
で挿入します。

図  個別式ワーキングメモリ査定システムの起動画面-83-



熟練看護師が外来で行う肝疾患患者への療養支援のあり様

研究分野：成人看護学、臨床看護学

キーワード：肝疾患、外来、熟練看護師、療養支援

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 教授 高比良 祥子

研究概要

肝疾患外来，消化器科外来に所属する看護師への教育支援

産学連携の可能性（アピールポイント）

科研費研究［若手研究 19K19608］による助成

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/sachiko/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

【方法】
参加者は、肝疾患の専門治療を行う施設の看護責任者から推薦を受けた看護師経験10年以上

かつ肝疾患外来の看護経験3年以上の看護師とした。調査期間は2017年8月～2019年6月で
あった。半構造化面接法によりデータを収集し、質的統合法（KJ法）を用いて分析した。分析の信用
性を確保するため、質的統合法（KJ法）の指導資格をもつ共著者と共に分析を行った。本研究は、研
究者の所属施設の研究倫理委員会の承認を得た。参加者に目的、方法、参加・中断・撤回の自由、個
人情報の保護等を説明し同意を得た。
【結果】
参加者は5県8施設の看護師8名、看護師経験年数は10～30年（平均21.8年）、肝疾患外来経

験年数は3～7年（平均4.5年）であった。総合分析はラベル123枚を用い、8段階のグループ編成
を経て、7つの最終ラベルの関係性に基づいて空間配置した。結果、熟練看護師が外来で行う肝疾
患患者への療養支援は【外来支援の戦略：介入の焦点化と協力体制づくり】を前提条件として、【関
係の形成：安心できる丁寧な関わりにより患者を根底から支える】ことや，肝疾患の【悪化の予防：リ
スクを予測した受診勧奨と集中支援】、さらには【治療意欲の支持：重荷を引き受け患者本来の力を
引き出す】ことを行っていた。
また【肝炎治療の進歩：副作用減少に伴うケア機会の減少】と【肝硬変の行く末：肝硬変終末期を急
性期病院で対応せざるを得ない現状】は、肝疾患の治療や施策に影響を受ける療養支援のあり様と
して通底していた。【社会と向き合う力の獲得：幅広い相談に対処できるよう研鑽】は、すべての実践
に影響を及ぼしていた。【考察】肝疾患患者への療養支援のあり様の特徴が明らかになった。肝疾患
外来看護は、社会と向き合う力が問われることが示唆された。

高比良祥子，小林裕美（2021）熟練看護師が外来で行う肝疾患患者への療養支援のあり様，
日本看護科学会誌，41，269-278．DOI：10.5630/jans.41.269

関連情報
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回復期リハビリテーション病棟看護師のアンラーニングを
促進するための教育プログラムの開発

研究分野：高齢者看護学、リハビリテーション看護

キーワード：高齢者、リハビリテーション、回復期、看護師、アンラーニング

貢献できるSDGsの区分：

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

看護栄養学部 看護学科 教授 山口 多恵

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/tae0813/

本研究の目的は、回復期リハビリテーション病棟看護師のリハ看護に必要なコンピテンシーを
高めるための教育プログラムの開発である。研究の特色は、教育プログラム構成にアンラーニン
グの概念を用いる点である。
アンラーニングとは、配置転換による環境の変化や専門性の違いにより、戸惑いや違和感を抱
きながらも知識や技術をアップデートし、価値を転換して新しいものを獲得していくという戦略
的学習概念である。コンピテンシーとは、優れた成果を創出する個人の能力や行動特性を指す。
先行研究において、国内の回復期リハビリテーション病棟に所属する5,435名の看護師を対
象として、一般病棟から回復期リハビリテーション病棟へ配置転換した際のアンラーニングのプ
ロセスを明らかにした。今後は、このプロセスを促進する教育プログラムを構築し介入を計画し
ている。
介入後の効果検証は、米国リハビリテーション看護協会並びに日本リハビリテーション看護学
会が示す、リハビリテーション看護のコンピテンシーを基軸に評価指標を作成予定である。
アンラーニングの促進が、リハビリテーション看護のコンピテンシーへ及ぼす影響を明らかにす
る。全国の回復期リハビリテーション病棟を対象とするため、地域特性に依存しない普遍的な結
果が期待される。

◼ 本研究により開発した教育プログラムの効果を明らかにすることで、実践適用の可能性が
高まり院内教育の質向上に寄与する。

◼ 地域包括ケアシステムの主軸となる回復期リハビリテーション病棟において、教育プログラ
ムを活用することで、リハビリテーション看護の質向上が期待される。

◼ 厚労省が掲げる、住み慣れた場所で最期まで生き生きと暮らすという地域包括ケアシステ
ムの理念に沿った社会の構築に寄与する。地域の回復期リハビリテーション病棟との連携
が期待できる。

科学研究費「基盤研究（C）（21K11092）」による助成（2021～2024年）
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看護職者を対象とした院内研修の評価に関する研究

研究分野：看護学 看護教育学

キーワード：院内研修 研修評価 院内教育担当者

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 教授 山澄直美

研究概要

・医療機関で看護職者を対象とした院内研修を担当している看護職の皆様に、モデルを用いた評
価を行ってもらい、 研修評価の有効性を検証する研究を行っています。
・モデルを用いた評価によって、研修を総合的に評価し、改善点を見いだすことができます。
・ホームページ（https://www.nursing-ed.jp/）を開設しています。
・モデルを用いた研修評価がしてみたい、詳細について知りたい皆様は、こちらからお気軽にお問
い合わせください。

産学連携の可能性（アピールポイント）

・科学研究費補助金 基盤研究C 院内教育担当者の能力向上プログラムの開発ー研修評価に着眼
してー（2018-2024）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/yamasumi/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。

医療機関において看護職者の教育を担
当する看護職の皆様が提供する研修の
質を評価し、改善するための「院内研修
評価モデルを開発しました（右図）。こ
のモデルは、研修をデザイン、過程、成
果の3側面から評価し、改善点を見い
だすことを目的にしています。研修の
デザイン、研修の過程は、信頼性と妥当
性が確認されたスケールを用いて評価
します。スケールを用いて数値化するこ
とによって、改善すべき点が把握しや
すくなります。また、評価は、「院内研修
評価モデル運用ガイド」にそって行うこ
とができるようになっています。ガイド
には、評価の具体的方法が掲載されて
います。研修の受講者、提供者の両者
にとって満足度の高い研修は、看護の
質向上に貢献できると考えています。
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子育て中の就労女性の
ワーク・エンゲイジメントに関する研究

研究分野：産業保健、健康社会学

キーワード：子育て中の就労女性、ワーク・エンゲイジメント、組織・仕事の資源

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 准教授 竹口和江

この研究は、子育て中の就労女性のワーク・エンゲイジメントを向上するために必要な要因に
ついて、組織・仕事の資源と家事・育児等の家庭内の役割の双方の関連を検討し、ソーシャルサ
ポート尺度を開発することを目的としています。
近年、健康の増進や生産性の向上を両立する概念としてワーク・エンゲイジメントが注目されて
います。ワーク・エンゲイジメントが高い労働者は、心理的苦痛や身体愁訴が少なく、生産性が高
いと言われていますが、子育て中の女性は仕事と家事・育児との両立が必要なため、低いことが
明らかになっています。よって、子育て中の就労女性のワーク・エンゲイジメントには、仕事の裁
量性といった組織・仕事の資源や個人の仕事への考え方や対処力である個人の資源だけでなく、
家事・育児等の家庭内の役割も関連していると推測しました。これらを整理し、子育て中の女性
に特に重要と考えられるソーシャルサポートに注目し、ワーク・エンゲイジメント向上に向けた
ソーシャルサポート尺度を開発することにしました。
少子高齢化の進行に伴い生産年齢人口の減少が見込まれており、一人一人の生産性向上は急
務となっています。また、職場環境と家庭内での役割の双方の要因を踏まえたソーシャルサポー
ト尺度の活用により、少子化の進行の抑制にもつながると考えます。

研究概要

子育て中の就労女性を対象とした職場の環境整備や支援の検討につながる

産学連携の可能性（アピールポイント）

科学研究費【基盤研究（C）（23K09629)】による助成（2023年～2026年）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/k-take/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。
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精神障害のある親とその子どもに対する
多職種連携支援に関する研究

研究分野：精神看護学

キーワード：精神障害、訪問看護、子育て、家族看護、多職種連携

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 准教授 堂下 陽子

精神障害をもちながら子育てしている対象者は、精神障害だけではなく、多重課題を抱えてい
る場合が多く、支援者の高度な支援技術や多職種で連携した支援が必要となる。対象者に適切
な支援が届くことで、親子が住み慣れた地域でその人らしい生活を継続し、親が子育てを通して
成長していくことができる。

これまで、精神障害のある親への訪問看護師による子育て支援内容、訪問看護の実施頻度と
訪問看護師が直面する困難、訪問看護を導入し継続するために必要な看護、精神障害をもつ母
親の成長、精神障害のある親と同居する子どもの健やかな成長に対する訪問看護師の気がかり、
相談支援専門員による精神障害のある親と同居する子どもに対する多機関との連携支援につ
いて明らかにしてきた。

今後は、精神障害をもつ親とその子どもに対する多職種との連携した支援内容について明ら
かにし、親子が安心して地域で生活していくための支援について提言していく。

研究概要

①精神障害のある親とその子どもに対する多機関連携支援
②精神看護学に関する研究内容

産学連携の可能性（アピールポイント）

①精神障害のある親への子育て支援を行っている支援者を対象とした研修会の実施
（長崎県立大学看護栄養学部紀要17巻、23-30）

②精神科病院の看護師を対象とした研修会の講師
③長崎県看護キャリア支援センター実習指導者講習会講師

外部との連携実績等

番号と同じアイコンを
事務局で挿入します。
←イメージ

教員情報URLは事務局
で挿入します。

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/yoko-d/
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①アクティブラーニングによる看護学教育方法に関する研究

②感染予防・特に手洗いの普及に向けた研究

研究分野：基礎看護学、看護学教育、看護技術教育

キーワード：①協同学習、アクティブラーニング、グループ・チーム活動促進、活動評価
 ②感染予防、手洗い、知識・技術の普及

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 准教授 永峯 卓哉

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/t-nagamine/

番号と同じアイコンを
事務局で挿入します。
←イメージ

教員情報URLは事務局
で挿入します。

【テーマ①：アクティブラーニングによる看護学教育方法に関する研究】
看護学教育にアクティブラーニングとしての協同学習を導入し、その効果について検証する。ペ
ア・グループを活用したコミュニケーションを基盤とした学びあいをする上で必要となる学生の
特性や心理的準備状況と、グループワークに関するネガティブな経験が、学生のペア・グループ
での学びに影響していると考え、それらの関連性について明らかにする。それらの結果をもとに
より効果的なグループ活動の方法やグループ活動によって習得できる態度やスキルを明らかに
する。また、看護職としてチームやペアで仕事をするときに、それらのスキルの及ぼす影響と、ス
キルや態度を身に着けることで、チーム医療での協働の促進についても明らかにする。

【テーマ②：感染予防・特に手洗いの普及に向けた研究〕
中学高校大学生の感染予防に関する意識や行動の実態を調査し、感染予防教育の具体的な内
容を検討する。コロナ禍において、これまで以上に生活の中での感染予防行動が重要になってい
る。今後、調査結果をもとに、若者にどのように効果的な感染予防行動を普及するか、特に確実
な手洗いの実施を目指し健康教育を行う。

研究概要

①チームで仕事をする上で必要不可欠なペア・グループを活用した教育・指導、およびそこで習得
できる態度やコミュニケーションスキルなどの能力の習得支援。企業・病院などでの現任教育にお
いて協働連携しながら、人育て支援ができる。また、教えることの基本や、評価を生かした活動に
ついてアドバイスできる。
②教育機関や企業、地域における感染予防に関する知識・技術の普及、啓蒙、および正しい手洗い
の可視化による、手洗い方法の演習などが実施できる。感染予防は、医学や公衆衛生の基本であ
り、古くて新しい課題であるため、継続的で地道な活動が必要である。

産学連携の可能性（アピールポイント）

①看護協会主催 実習指導者講習会講師（看護教育方法、教育評価、看護過程など）
②病院における看護研究に関する全般的な支援
③感染予防（手洗い）に関する公開講座・演習 講師
④吃音に関する講演会・学習会開催、吃音セルフヘルプグループでの活動
⑤健康医科学協会主催 長崎スモールセミナー開催
⑥e-エクササイズ（株） アドバイザー

外部との連携実績等
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アドバンス・ケア・プランニング推進に関する研究

研究分野：老年看護学 地域福祉

キーワード：老年看護・エンディングノート・終活・介護予防

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 准教授 馬場保子

高齢者は終活に対して関心が高い傾向にありますが、自分の大切にしたい終末期への思いを、
なかなか家族に伝えることができていません。人生の最期を満足して迎えるためには、元気なう
ちに、これからの人生を考え家族や医療者と話し合う人生会議（アドバンス・ケア・プランニング）
への取り組みが必要です。高齢者が人生の最期を満足して迎えられるよう、ACPの普及と地域
ごとの取り組みを分析することを目的とした研究に取り組んでいます。
2014年から、大村市の「人生ノート（エンディングノート）検討委員会」のメンバーとして人生会
議の推進に取り組んできました。大村市では介護予防・生きがいづくりの一環として、「人生ノー
ト」を活用して人生会議のきっかけづくりに役立てています。2023年度は、全国1741自治体
の終活サポート事業の実態調査を行いました。回答があった570自治体のうち、48.3％でエン
ディングノートが導入されており、2012年頃から普及が進んでいることが明らかになりました。
2024年度は、新上五島町の医療介護連携会と協力し、エンディングノートの改定版の作成と、
高齢者ミニデイや小学生の保護者を対象に人生会議の講話を行いました。小値賀町では住民向
け終活セミナーを実施し人生会議の普及に努めています。さらに離島でのアドバンス・ケア・プラ
ンニングの調査を進めています。

研究概要

人生の終末期において大切にしたい思いを叶えることができるように、思いを語り合う仕組みづ
くりが必要です。終活について、地域在住高齢者を対象にした講座や、医療・介護・福祉従事者に対
する教育支援が可能です。

産学連携の可能性（アピールポイント）

①外部資金
・科研費（基盤C），離島高齢者の相互扶助とアドバンス・ケア・プランニング，共同研究者（R6年度～）
・科研費（基盤C），離島・僻地に暮らす住民のアドバンス・ケア・プランニング推進の地域づくり，研究
代表者（R2年度～R5年度）
②大村市「人生ノート検討委員会」委員（平成26年～現在に至る）
③研修講師 （アドバンス・ケア・プランニング、終活に関する内容）
・大村市 市民公開講座（2021年、2025年） 講師
・介護予防教室・医師会研修・介護支援専門員研修 講師
・離島就業看護職研修 長崎県看護キャリア支援センター事業 講師
・新上五島町 小学校PTA「もしもの話をしてみましょう」 講師
・小値賀町終活セミナー 講師 など

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/baba-yasu/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。
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育児のQOLに関する研究

研究分野：社会科学、子ども学および保育学、生涯発達看護学

キーワード：子育て支援、両親、子ども、QOL(Quality of Life)、調査票

貢献できるSDGsの区分： 

看護栄養学部 看護学科 准教授 林田りか

日本では少子化が急速に進み、子どもを取り巻く環境が大きく変化しています。それに応じ
て、育児形態が多様化し、育児不安を持つ親が増え児童虐待などが表面化してきています。社
会変化の中で「健やか親子21」が創案され、その重点課題に「育てにくさを感じる親に寄り添
う支援」「妊娠期からの児童虐待防止対策」があげられました。子どもの発達段階に応じた日本
文化に即した育児のQOL調査票を開発し、問題となりえる要因を明らかにする目的で研究を
行っています。今後は、具体的な解決策を専門職とともに検討し、最終的には自己調査および
自己分析できるシステムの開発を行う予定です。
これまで、①子ども：幼児期～思春期、②母親：乳児期～学童期、③父親：幼児期のオリジナル
なQOL調査票を開発してきました。現在は、胎児期および乳児期の両親に対するQOL調査票
の開発と首尾一貫感覚（SOC：Sense of coherence）の変化を明らかにしています。子ど
もの発達段階に応じた両親と子どもの課題と解決策を提案し、課題解決のためのシステム作り
を行っています。

研究概要

• 発達段階に応じた子育て中の両親と子どものQOL、問題の要因、課題、日常生活に関する要望
などが把握できます

• 育児環境の整備や育児支援の検討につながります
• QOL自己調査および自己分析できるシステム開発を協力して行うことができます
• 課題解決のためのシステム作りを協力して行うことができます

産学連携の可能性（アピールポイント）

①外部資金
• 科研費（基盤C），胎児期から乳児期の子どもを育てる両親のQOLとSOCに関する研究，研究
代表者（R1年度～R6年度）

• 科研費（基盤C），幼児期および学童期の子どもとその親のQOLに関する研究，研究代表者
（H25年度～H27年度）

②研修講師
• 佐々町教育委員会依頼講演「乳幼児を育てる母親のQOLについて」講師
• QOL研究会夏期セミナー講師

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/rika-h/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。
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地域の高齢者が自宅でできる嚥下体操ロボットの開発

研究分野：基礎看護学，老年看護学

キーワード：高齢者，咀嚼嚥下機能，嚥下体操，コミュニケーションロボット

貢献できるSDGsの区分：

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

この研究の目的は、地域の高齢者が、自宅で楽しみながら、嚥下体操を実施できる嚥下体操ロ
ボットを開発することです。
日本では、65歳以上人口の増加に伴い、高齢者の肺炎による死亡率は年々上昇傾向にありま
す。65歳以上の肺炎による死亡原因のほとんどは老化に伴う咀嚼・嚥下機能低下による誤嚥
性肺炎です。高齢者施設等では、この咀嚼・嚥下機能の低下を予防するため、あるいは機能を改
善させるために、嚥下訓練を実施しています。嚥下訓練の一つに、食事前に10分程度実施する
嚥下体操があります。嚥下機能の維持には、“継続的な”体操実施が重要です。しかし、むせや飲
み込みにくさを自覚していたとしても、医療者からの支援なしに、自宅で一人で嚥下体操を継
続的に実施するのはなかな難しいものがあります。そこで、医療機関や施設に通わなくても、自
宅で楽しく嚥下体操ができるシステムの開発を進めています。

〇 地域に住む高齢者のための生活支援ロボットの開発

近年、高齢者の生活を支援するヒューマノイドロボットの
開発が進められています。この研究では、腕や頭を動かし、
頭部モニター上で感情を表しながら、人との簡単な会話が
できるロボット“ユニボ”を採用しています。このロボットは、
会話以外にも歌を歌ったりゲームをしたり、嚥下体操以外
にも機能がありまる。高齢者の生活がより楽しく、便利に
なるようなシステムを検討しています。
この研究は、山口多恵教授（看護学科）、迫田和之講師（情
報システム学科）との共同研究です。

〇 科学研究費 ［基盤研究（C）（22K10709)］による助成

看護栄養学部 看護学科 准教授 三重野愛子

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/aikoie/
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障害をもつ人の苦しみの解明と
それを和らげるケアに関する研究

研究分野：慢性期看護・がん看護・終末期看護・障害者福祉・高齢者福祉

キーワード：吃音、障害を持ちながら暮らす人、がん化学療法による味覚障害、終末期、
ACP、終の棲家、原爆被爆者
貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 准教授 吉田恵理子

私たちは、病い・障害・老い・死といった人生の中でさまざまな苦しみに直面した際、身体的・精
神・社会的な苦しみと共に、時には、自分に価値がないように感じたり、生きることが無意味に
思えたり、孤独や疎外感を感じることがあります。このような苦しみをスピリチュアルペインと言
います。人間の苦しみは、その人が置かれている客観的状況と、その人の主観的な想い・願い・
価値観とのズレが苦しみを構成し、このズレが大きいほど苦しみが大きくなると言われています。
現在、様々な障害、慢性の病い、がんなどを持ちながら生活する方やご家族のもつ苦しみの解
明とそれを和らげるケアについて研究をしています。「難発性吃音者における吃音発生のメカニ
ズムの研究」は、現象学という手法を使い、吃音を持つ方自身の意識の向け方と身体の反応の
現われに着目した研究を行っています。また、がんの治療（化学療法）の副作用で、味覚障害を体
験したかたの苦しみについても、体験者にインタビューを行い、解明を進めています。

研究概要

＊障害、慢性の病い、がんなどをもちながら生活する人・家族への教育支援、地域での研修
＊障害、慢性の病い、がんなどをもちながら生活する人・家族を支援する医療職・福祉職への援助
的コミュニケーションに関する教育支援、研修
＊吃音をもつ人・家族への教育支援

産学連携の可能性（アピールポイント）

・吃音に関する講演会・学習会開催、吃音セルフヘルプグループでの活動
・長崎県看護キャリア支援センター実習指導者講習会講師
・日本赤十字社長崎原爆病院・日本赤十字社長崎原爆諫早病院キャリアラダーⅢ（学生指導）講師
・長崎県離島航路対策委員（継続）
・認定NPO法人 DEPEX-Japan運営委員（継続）
・NPO法人 ピンクリボンながさき理事（継続）
・長崎県糖尿病看護師育成事業委員会 委員（実績）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/eriko/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。
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研究分野：臨床看護学、がん看護学、災害看護、防災減災、復興

キーワード：経口がん治療、がん患者、有害事象、セルフマネジメント、災害看護

貢献できるSDGsの区分：

①経口がん治療を受けるがん患者に関する研究
②災害看護教育および被災者支援に関する研究

番号と同じアイコンを
事務局で挿入します。
←イメージ

教員情報URLは事務局
で挿入します。

看護栄養学部 看護学科 講師 片穂野 邦子

【経口がん治療を受けるがん患者に関する研究】
経口がん治療薬は、進行がんに対する治療として生存期間の延長に貢献するが、薬剤の抗腫
瘍効果が高いほど有害事象は高頻度で発症し、患者のQOLを低下させる要因と成り得る。経口
がん治療で外来通院中のがん患者は、医師の診察後は処方を受けて帰宅するため、看護師が外
来患者にケアを提供する機会は乏しい場合が多い。
そのため、次の受診まで有害事象の症状やそれに伴う生活への影響があったとしても、相談す
ることなく自己判断の対処をして過ごすことにより、症状の悪化や生活行動を制限している現
状がある。これまで、分子標的薬治療中の肺がん患者のQOLについて、質問紙調査とインタ
ビューを行い、有害事象を伴う患者の体験およびQOLについて明らかにしてきた。今後は、経
口がん治療を受ける進行がん患者の有害事象に関わるセルフマネジメントに必要な支援内容を
明らかにし、支援プログラムの構築および支援ツールの開発に取り組む。

【災害における被災者支援に関する研究】
日本は自然災害が起こりやすい環境にあり、近年の頻発する地震や豪雨による被災者の心

身の健康や生活、地域にもたらす影響は甚大であり、災害看護への期待も大きい。そのため、看
護基礎教育における災害看護学の教育内容の構築および被災者への支援に関する研究に取り
組む。

研究概要

① 医療機関と連携した経口がん治療による有害事象を受ける進行がん患者の有害事象に関わる
セルフマネジメント支援

② 看護基礎教育および現任教育における災害看護教育
③ 災害による被災者の復興に向けての再構築への支援

産学連携の可能性（アピールポイント）

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/katahono/

① 分子標的治療中の肺がん患者の有害事象による生活体験, 日本がん看護学会発表
② 分子標的薬治療中の肺がん患者のQOLの変化-skindex16を用いた検討-, 日本がん看護学
会発表

③ 病院との災害訓練における学生の学び, 長崎県立大学看護栄養学部紀要, 20, 2022

関連情報

外部との連携実績等

① 日本災害看護学会ネットワーク活動委員会調査・調整部委員
② 日本看護系大学協議会災害連携教員
③ NPO法人ピンクリボンながさき理事
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薬物療法における看護実践能力尺度の開発

研究分野 医歯薬学

キーワード： 薬物療法 看護実践能力

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 講師 坂本仁美

薬物療法に関する看護業務は、様々な要因を背景に年々増加している。その中で、看護におけ
る臨床薬理学教育は、看護職の専門化・多様化・高度化に伴い学士教育のみならず大学院教育
においても急速に進んでいる。しかし、看護職を当事者とする薬物療法における医療事故は後
を絶たず、種々の対策が実施されているものの減少傾向にはない。それは、一般病院に勤務す
る多くの看護師・訪問看護師を対象とした一貫性のある継続的な、また個々の実践能力に応じ
た薬物療法実践教育プログラムの数が十分ではないこと、さらに看護師の薬物療法における
実践能力を、定量的に評価できる指標が存在しないことが原因であると推察される。そこで、
実践能力に応じた教育プログラムの構築を目指し、本研究では日本の看護師に適応できる「薬
物療法における看護実践能力尺度」を開発することを目的とする。

研究概要

・看護学士課程にとどまらず、現任教育のベース、また薬物療法を扱う専門職としての実践能力評
価につなげることができる

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部資金：科研費 25K13763

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/h-sakamoto-2/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。
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精神障がい者の回復と偏見に関する研究

研究分野：精神看護学、精神障がい者福祉

キーワード：精神看護学、精神障害、リカバリー、ピアサポート

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 講師 重富 勇

精神障害医療福祉が入院から地域へとシフトするなか、当事者の地域移行・地域
定着が必須の課題である。保健・医療・福祉関係者による協議の場が柔軟に運用さ
れ退院が促進されなければならない。これまでの医療と福祉の連携では、精神障
害にも対応した地域包括ケアシステムを構築することは困難である。当事者の当事
者による支援体制が必要であり、かつ当事者を取り巻く環境を改善しなければな
らない。

①地域包括ケアシステムの中心にピアサポーター活動を位置づける。
②誰もが住みやすい社会を目指すために精神障害に対する普及啓発を推進する。

以上の2点を継続して取り組んでいる。

研究概要

①企業における研修など
 テーマ：「障害者の雇用環境」

②中学校、高等学校の精神障害教育
   テーマ：「精神疾患と精神障害」

産学連携の可能性（アピールポイント）

①自治体自立支援協議会

②自治体精神障害地域移行地域定着推進部会

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/shige136/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

-99-



クリティカルケア看護師のレジリエンス促進に向けた
支援モデルの構築

研究分野：クリティカルケア看護 メンタルヘルス

キーワード：クリティカルケア看護師 レジリエンス メンタルヘルス

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 講師 髙崎 亜沙奈

研究概要

・クリティカルケア看護師のレジリエンス促進に向けた支援モデルの構築
・クリティカルケア看護師のメンタルヘルスの維持・増進を目指す。
・クリティカルケア看護師の離職率の低下

産学連携の可能性（アピールポイント）

・長崎県看護協会看護研究委員

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/a-takasaki/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

近年，労働者のうつ病の発症や自殺者の増加が社会問題となっており，メンタ
ルヘルスの法整備が進められています．特に救急・重症患者の看護を行うクリ
ティカルケア看護師は，惨事ストレスを経験しメンタルヘルスに大きな影響を受
けています．そこで，クリティカルケア看護師にはレジリエンスが不可欠と考えま
す．本研究は，クリティカルケア看護師のレジリエンスを測定する尺度を開発し，
クリティカルケア看護師のレジリエンス促進に向けた支援モデルを構築すること
を目的としております．クリティカルケア看護師のレジリエンスを測定する尺度の
開発により，クリティカルケア看護師自ら，レジリエンスを高める方策を検討する
ことができ，クリティカルケア看護師のメンタルヘルスの維持・増進を目指した支
援に繋がると考えます．

関連情報

・Asana Takasaki，:Process through which critical care nurses overcome 
patient death due to accidents or disasters The 9th International 
Health Humanities Conference (Dates: October 23 - November 15，
2020) オンライン学会
・髙崎亜沙奈、：クリティカルケア看護師が惨事ストレスを乗り越えるプロセス、日本クリティカ
ルケア看護学会誌、査読あり、19、76-86、2023． -100-



在宅看取りにおける家族介護者の介護と
仕事の両立支援に関する研究

研究分野：在宅看護 公衆衛生看護学

キーワード：在宅看取り・家族介護者・介護と仕事の両立・訪問看護師

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 講師 安野敦子

日本では高齢化とともに多死社会を迎え、国民の多くは住み慣れた自宅で最期まで過ごすことを
望んでいますが、家族への負担などから自宅での療養は実現困難と考えている実態があります。ま
た、就労する家族介護者も年々増加し、介護を理由に離職・転職した人は年間10万6千人（2022
年) と報告されています。介護による離職は経済的な困窮に陥るなど社会問題となっており、家族
介護者が介護と仕事を両立することは喫緊の課題です。そこで、以下の2つの研究を行いました。

①終末期療養者を在宅で看取る家族介護者の介護と仕事の両立のプロセス 
在宅で終末期療養者を看取る家族介護者が介護と仕事を両立させたプロセスを明らかにするこ
とを目的として家族介護者を対象に質的記述的研究を行いました。家族介護者の介護と仕事の両
立のプロセスには、在宅介護の体制を確立していく、仕事と働き方を調整し介護とのバランスをと
る、死が迫っていると認識し可能な限り寄り添う、看取りの経験を意味づけるという4つの段階が
あることが分かり、家族介護者が最期まで療養者に寄り添えるよう医療や生活支援、働き方への助
言を行うことや療養者との死別後に看取りの経験を意味づける重要性を示唆しました。

②終末期療養者を在宅で看取る就労家族介護者への訪問看護師の支援
在宅で看取る就労家族介護者に対する訪問看護師の支援を明らかにすることを目的として訪問
看護師を対象に質的記述的研究を行いました。訪問看護師は療養者と家族の意向を尊重確認し、
情報共有を密にすること、療養者の病状を予測しながら家族介護者の仕事の調整や介護休暇の取
得を促す支援を行っていることが明らかとなりました。

研究概要

在宅で最期まで療養者の介護を行いたいと思っている家族が、仕事と介護の両立を支援するた
めの家族介護者を対象とした講座や保健・医療・介護・福祉関係者等に対する教育支援が可能です。

産学連携の可能性（アピールポイント）

①公益財団法人日本尊厳死協会九州支部・ながさき理事
②一般社団法人日本ＡＬＳ協会長崎県支部会員
③NPO法人らいぶながさき理事
④全国保健師長会長崎県支部会員

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/yasuno1993/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。
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誤嚥リスクのある終末期高齢患者への経口摂取の
援助過程における看護師の看護行為とジレンマ

研究分野：摂食嚥下障害、終末期看護、老年看護、災害看護

キーワード：摂食嚥下（障害）、終末期、高齢者、経口摂取、倫理的ジレンマ、離島

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 看護学科 助教 吉峯 尚志

【目的・方法】
嚥下障害のある終末期高齢患者への経口摂取の援助過程において看護師にどのような倫理的
ジレンマが起こっているのかを明らかにすることを目的に、嚥下障害のある終末期高齢患者に対
して、看護師の経口摂取の援助場面を参加観察法にて看護行為を観察した。
さらに看護師の看護行為の意図を半構造化面接で把握した。

【結果】
嚥下障害のある終末期高齢患者への看護師の経口摂取の援助過程において、【援助開始時】の
「安全な食事」対「誤嚥の危険性」の価値の対立、【援助中盤】の「安全な食事」対「患者の意思の尊
重」の価値の対立、【援助終了時】の「患者の安全性」対「患者の意思の尊重」の価値の対立という、
3つの局面で倫理的ジレンマがみられた。
終末期高齢患者への経口摂取の援助過程において、看護行為が直接患者の生命に影響を及ぼ
す危険性と、経口摂取を希望する患者の意思の尊重を優先させた援助継続の判断との関係にお
いて相反する価値の対立が明らかになった。

研究概要

誤嚥リスクのある患者への経口摂取の援助に関わる看護師への教育プログラム開発の一助

産学連携の可能性（アピールポイント）

現時点で外部との連携実績等はございません。

外部との連携実績等

教員情報URL  https://sun.ac.jp/researchinfo/yosh-taka/
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オゾンファインバブルの科学と応用

研究分野：化学

キーワード：反応分析、選択的酸化反応

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 教授 倉橋拓也

オゾンは最も強力な酸化活性を持つ

反応剤として知られています。しかも

空気中の酸素ガスを原料に低コスト

で生成させることができる上に、使用

後は速やかに酸素ガスに戻るので環

境中に残存することもありません。

しかしオゾンがガス状である点と反

応性が高くて分解しやすい点が、オゾ

ンを利活用する上で大きな障害に

なっていました。本研究では、酸化処

理したい液体や気体を、流水中でオゾ

ンファインバブルと混合させることの

できる反応装置を独自に開発しまし

た。オゾンガスが散逸・分解する前に、

オゾン反応を高度に制御することを

目指しています。

研究概要

✓ アルコールからアルデヒド、カルボン酸への酸化反応が触媒を使用せずに効率的に進行します。
✓ オゾン濃度とガス流量を調整することで、再現性の高いオゾン反応が可能です。
✓ 現状では改善の余地はありますが、ガス状アルカンのブタンガスとの反応も確認されています。
✓ 反応に必要なものはオゾンと水のみで、夾雑物の混入を特に嫌う用途に適していると思われま
す。

産学連携の可能性（アピールポイント）

国立研究開発法人 科学技術振興機構
戦略目標 多様な天然炭素資源を活用する革新的触媒の創製
研究課題 超微細気泡を反応場とするメタン光酸化触媒の開発 （2021年9月まで）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/kurahashi/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

100 m

高速カメラで撮影したファインバブル

粒度分布測定結果からわかること
・1.0 Lの水に0.31 mLのバブル状オゾン
・0.31 mLオゾンから330 cm2に及ぶ気液界面
・気液界面で効率的にオゾン反応

粒子数

体積平均径

表面積平均径

8.07 /mm3

41.6 mm

36.1 mm
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脳内温度と神経活動の関連

研究分野： 神経科学、脳科学、生理学

キーワード： 脳、神経、温度、TRPチャネル、脳機能

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 教授 柴崎 貢志

ヒトなどの哺乳類は脳内の温度を37℃付近に保つために多くのエネルギーを費やしている。し
かし、なぜ脳の温度を37℃に保つのかという理由にはあまり目が向けられてこなかった。我々
は体温程度の温度（34℃以上）により活性化する温度センサー・TRPV4が脳内温度により恒常
的に活性化し、神経細胞が興奮しやすい土台環境を産み出していることを突き止めた。現在、独
自開発した臓器局所の温度測定システムを応用した、脳局所ごとの温度分布の解析や臓器局所
の加温・冷却を行っている。そして、脳内温度変動が神経活動に及ぼす影響を個体レベルで解明
することを目指している。てんかんや神経変性疾患における脳内温度の変化やTRPV4活性化変
動も解析し、新たな神経疾患の治療法開発を行っている。

研究概要

1細胞レベルで温度分布を可視化するシステムを構築済みである（Nature Commun 2012, 
J. Neurosci. 2018）。この系では、fluorescent polymeric thermometer (FPT)を培
養細胞や脳スライス標本に取り込ませた後に2波長蛍光イメージングを行い、インキュベーション温
度に対する検量線を元に細胞内部の温度を0.02℃の精度と40 nmの解像度で解析が可能であ
る。この手法をさらに応用し、組織標本における実験系の開発を行うことで、様々な組織を用いた
温度動態の観察が可能となる。
上記技術を応用し、社会性敗北ストレス鬱病の病態悪化要因が海馬の局所発熱→TRPV4の異
常活性化であることを明らかにしている（Science Adv. 2021）。本研究知見を活かし、薬剤の
開発・スクリーニングを行うことが可能である。

産学連携の可能性（アピールポイント）

小野薬品工業との共同研究実績あり
日本水産株式会社との共同研究実績あり
中山電機株式会社との共同研究実績あり

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/kshibasaki/

細胞外を加温した際の温度イメージング結果

-104-



食環境によるメタボの発症予防・改善に関する研究

研究分野：食品科学関連、栄養学および健康科学関連

キーワード：メタボリックシンドローム、肥満症、脂質異常症、脂肪肝、機能性食品

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 教授 城内文吾

“食”は、“人に良い”または“人を良くする”と書きます。
メタボリックシンドロームの発症時には、臓器から放出される代謝物や生理活性物質が
血流を介して他の臓器に働きかけることで、より病態が悪化していくことが分かっています。
当研究室では、メタボリックシンドローム発症時に起こる不健全な臓器間のコミュニケーションに
対して、“食”環境がどのように疾患の発症予防・改善に寄与するのかを研究しています。
食品成分（未利用食資源も含む）の作用機序を明らかにする上で、吸収（Absorption）・
分布（Distribution）・代謝（Metabolism）・排泄（Excretion）の把握を目指しています。

研究概要

機能性食品や医薬品の開発研究では最終的にヒトでの評価が必要となりますが、ヒトでは作用
機序の解明ができません。そのため、試験管内での実験、動物実験で確かなデータを収集し、その
データを更にヒトでの研究に還元していくことになります。試験管内実験とヒトでの評価の中間に
位置する動物実験は、機能性食品や医薬品の有効性や安全性を検討する重要な実験系です。
当研究室は、動物実験における3Rの原則、ARRIVEガイドラインに基づき、対象成分の有効性や
安全性に関する確かなデータ収集、得られたデータの報告を意識して日々研究を行っています。

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇企業等との共同研究： 2021〜2024年度 計8件、2025年度 2件
〇当研究室の学会発表： 2021〜2024年度 計25件、2025年5月末時点 3件
〇当研究室の学術論文発表： 2021〜2024年度 計7報、2025年5月末時点 2報

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/bshirouchi/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。
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キクイモが糖代謝や脂質代謝に及ぼす影響についての研究

研究分野：生活習慣病、内分泌代謝内科、病態栄養学

キーワード：糖尿病、生活習慣病、キクイモ（イヌリン）

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 教授 世羅至子

キクイモはキク科ひまわり属の植物で強い繁殖力をち、根茎部分の主成分はデンプンではなく、

水溶性の難消化性多糖類であるイヌリンです。イヌリンはプロバイオティクスの１つであり、⾎糖値

上昇抑制や脂質異常症の改善、整腸作⽤など様々な効能があると⾔われています。これまで研究

室では、動物実験および若年者、中高年者といったヒトを対象にキクイモの糖代謝や脂質代謝に

及ぼす影響について研究を行ってきました。動物実験においてはキクイモの継続摂取はラットの

インスリン分泌を促し、インスリン感受性を保持し、肝臓内脂質を減少させることが示唆されまし

た。人においては、健常若年者では糖代謝への効果は明らかではありませんでしが、中高年者に

おいては、空腹時血糖やLDLコレステロールを低下させることがわかりました。R7年度はこれま

での結果について機序を含めた検討を行っていきます。

研究概要

・キクイモのヒトの健康に対する効果を明らかにすることで、食事の面から糖尿病や脂質異常症と
いった生活習慣病の是正につながると考えます。
・現在市場にはあまり流通していないキクイモを、食材として有効に活用することが期待できます。

産学連携の可能性（アピールポイント）

① 長崎県産のキクイモを用いて大島造船所 農産グループで加工されたキクイモパウダーを用い
て研究を行っています。

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/nsera4061/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。
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子宮内膜脱落膜化機構の解明

研究分野：発生生物学、生殖内分泌学、周産期学

キーワード：周産期疾患、子宮内膜、妊孕性、産婦人科学

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 教授 田中進

胚（受精卵）が子宮内膜に着床するためには、子宮内膜が脱落膜へと分化する必要があり、脱
落膜化は主に子宮内膜に含まれる間質細胞で起こる。子宮内膜間質細胞が脱落膜化すること
により、胎児の成長促進、栄養供給のための血管新生、ならびに母体からすると異物である胚
を排除しない免疫環境（免疫寛容）が達成される。
近年、胚ではなく子宮内膜に由来する不育症や着床不全が大きくクローズアップされており、
それらの原因解明を目指している。他の多くの哺乳類とは違い、ヒトを含む霊長類でのみ自発
的な脱落膜化が起こるため、我々はヒト内膜間質細胞を脱落膜化させるモデルを作成し、そこ
に影響を及ぼす可能性のある様々な因子を用いて研究を展開している。

研究概要

〇我々のモデルを用いて、妊孕性の向上につながる
因子の同定とその商品化（サプリ等）

産学連携の可能性（アピールポイン
ト）

〇村田 紘未, 田中 進, 岡田 英孝. 胎盤形成とnatural killer細胞. 臨床免疫・アレルギー科. 
2022, 78(3), 632-637.65. 
〇Murata H, Tanaka S*, Okada H*. The regulators of human endometrial 
stromal cell decidualization. Biomolecules 2022, 12(9), 1275. review
〇Murata H, Tanaka S*, Okada H*. Immune Tolerance of the Human Decidua. 
J Clin Med 2021, 10(2), 351 review
〇Hisamatsu Y, Murata H, Tsubokura H, Hashimoto Y, Kitada M, Tanaka S*, 
Okada H*. Matrix metalloproteinases in human decidualized endometrial 
stromal cells. Curr Issues Mol Biol 2021, 43, 2111-2123.
〇Murata H, Tanaka S*, Hisamatsu Y, Tsubokura H, Hashimoto Y, Kitada M, 
Okada H*.  Transcriptional regulation of LGALS9 by HAND2 and FOXO1 in 
human endometrial stromal cells in women with regular cycles. Mol Hum 
Reprod 27(11) 2021 gaab063.

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo//tana-susu/
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効果的な生活習慣病改善の運動の開発

研究分野：スポーツ科学・健康科学

キーワード：運動生理学・運動療法・生活習慣病・メンタルヘルス

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 教授 飛奈卓郎

生活習慣病の予防・改善に効果的な運動プログラムを発展させるように、安全に実施できて持
久力（心血管系の強さ）が向上する運動条件、運動による骨格筋の適応とメカニズムの解明や、
継続しやすい運動条件の探索を行っています。
健康づくりのための運動では、運動強度を心拍数で調節することが多いのですが、骨格筋への
負担も考慮して、心臓と骨格筋に至適な負荷をかけることができる運動プログラムが開発したい
と考えています。
また継続しやすい運動条件の探索では、ランナーズ・ハイ（運動によって高揚感・多幸感や鎮静
作用が得られた状態）に注目して、その原因物質である内因性カンナビノイドの分析を行ってい
ます。これらの運動がメンタルヘルスの向上にも寄与すると考え、将来的にはうつ病の運動療法
の確立へも貢献したいと考えています。

20年以上に亘る生活習慣病の予防と改善の運動の研究経験から、長崎県内の自治体と協働し
て、運動教室の実施による医療費の増加抑制効果も報告してきました。

研究概要

〇 生体電気インピーダンス法を用いた運動中の骨格筋の負担の評価法の開発
心拍数だけでなく骨格筋への負担も考慮した運動プログラムの作成に向けて生体情報、特に筋
電図や生体電気インピーダンスの測定・解析技術を持つ企業の共同研究を希望します。骨格筋のエ
ネルギー代謝の評価装置や運動支援ツールの開発も考えています。
〇 音楽のピッチ変更による至適運動強度の調整法の開発
運動中に聴く音楽のピッチを調節することで、その人の体力に合った強度に誘導する方法を考え
ています。生体情報、特に心電図や心拍数のリアルタイム処理と音楽の編集の技術を持つ企業との
共同研究を希望します。
〇 メンタルヘルス向上のための運動の基礎研究
運動によって得られる高揚感・多幸感や鎮静作用がメンタルヘルスの向上に寄与するかを検証す
ることを目的に、共同研究ができる施設・機関を希望します。

産学連携の可能性（アピールポイント）

〇 効果的な保健指導プログラムの開発事業．長崎県国保健康増進課
〇 血糖値変化の見える健康教室と生活習慣病改善運動事業．新上五島町
〇 国保ヘルスアップ事業運動教室．波佐見町

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/tobitaku/
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研究分野：臨床栄養学、栄養治療学、老年栄養学

キーワード：高齢者、リハビリテーション、低栄養、サルコペニア、摂食嚥下障害

貢献できるSDGsの区分：

低栄養を「効率的に正しく評価する」
ための手法の同定・開発に関する研究

看護栄養学部 栄養健康学科 教授 西岡心大

⚫ 成人における低栄養を評価するための手法として、従来はbody mass index (BMI）、血清
アルブミン値など、様々な手法が用いられていました。そのため、低栄養の発生実態を把握し
たり、その影響を評価するための研究間で低栄養の定義が異なり、違うモノサシで判断した低
栄養を一からげにして比較、評価しているような状況でした。

⚫ 2000年代以降、低栄養の定義や評価に関して世界の臨床栄養関連学会で議論が進み、
2018年には主要な国際学会が連携し世界初の低栄養診断基準（GLIM基準）を作成しました。
日本では2024年に診療報酬に導入される急速に普及が進んでいます。

⚫ このGLIM基準による低栄養診断基準に加え、栄養スクリーニング、栄養アセスメントという２
つの栄養評価手順が、リハビリテーション医療の現場で①どの程度普及しているのか②どの
手法が有効なのか（妥当性）③現在の手法よりも精度の高い手法を開発する必要はあるか、に
ついて研究を進めています。

研究概要

⚫ 対象者の特性（疾患、障害およびセッティング）に応じて、既存の栄養スクリーニングツール、栄
養アセスメントツール、低栄養診断基準の有効性を検証する。

⚫ 海外で使用されている既存のツールの和訳版を作成する。
⚫ 既存のツールにおける限界を克服する新たなツール（プロセス）を開発する。

産学連携の可能性（アピールポイント）

①外部資金獲得実績
・日本学術振興会科学研究費助成事業若手研究（No.22K17827, 2022-2026年）
・公益信託仲谷鈴代記念栄養改善活動振興基金（2020-2021年）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/reseachinfo/nish-shin/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。
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研究分野：分子栄養学、栄養生理学、食生活学

キーワード：アルコール、肝障害、脂肪肝、食品機能性

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 准教授 駿河和仁

慢性的なアルコール摂取は、脂肪肝をはじめとした肝障害の発症やその他の臓器異常をもたら
します。近年、ウコンに含まれるクルクミンをはじめとした幾つかの食品成分がアルコール性肝障
害の抑制効果を示すことが報告されており、その一部は商品化されています。本研究ではアル
コール性肝障害抑制効果を示す新規の食品素材を見出すことを目的として、ラットなどの実験動
物を用い、その効果の有無や抑制メカニズムなどを明らかにしていきます。

ラットにアルコールを含まないコントロール液体飼料とアルコール（５％エタノール）を含むアル
コール液体飼料を約1か月間摂取させ、摂取期間中に対象となる食品素材（乾燥粉末化または液
状のもの）を経口投与させます。飼育後は、上記のアルコール性肝障害に関連する各種指標の解
析を行います。

研究概要

アルコール性肝障害は、その初期異常である脂肪肝の発症からはじまり、肝炎、線維症、肝硬変、
肝癌などに進行していきます。未知の食品素材の摂取がその初期異常である脂肪肝の発症を抑制
する可能性を動物実験レベルで示すことができれば、その食品素材の購買促進効果や機能成分の
特定による機能性食品などへの製品化にもつながる可能性があります。

産学連携の可能性（アピールポイント）

・食品系企業からの受託研究：３件（２０１０～２０１３年）
・学会発表第67回日本栄養・食糧学会発表（平成25年）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/suruga/
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食環境と食文化に関する研究

研究分野：食生活学、栄養教育、栄養生理学

キーワード：食文化、子どもの食育、災害栄養

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 講師 植村（石見）百江

食文化を含む生活文化は次世代に継承すべき重要課題である。

現代は食文化継承が難しく、持続可能な食文化の継承ができる仕組

みの構築が必要となっており、食に関する他分野連携が欠かせない。

特に離島地域では、持続可能な食文化の継承ができる仕組みの構築

が必要

①食文化に関する文献調査と食文化継承のための地域別課題抽出

②地域特性を活かした食文化の継承と実践

③食文化教育のプログラム評価

食文化教育の普及

研究概要

• 食文化教材を地域資源（教育プログラム）として活用

• 地域内外への食文化発信

産学連携の可能性（アピールポイント）

①2025～２０２７年度 基盤研究(C) 「離島地域の食環境と食文化に関する研究」（25K05824）

②２０１４～2016年度 若手研究（B）「幼児と保護者を対象とした郷土食教育プログラム開発に関

する研究」（26750060）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/m-iwami

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務
局で挿入します。
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出生時体重や子どもの発育・発達に影響する要因の検討

研究分野：食生活、生活習慣病、子ども学

キーワード：低出生体重児、DOHaD、食生活、乳幼児健診

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 講師 境田 靖子

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/sakaida/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

低出生体重児（出生時体重2500ｇ未満）は、出生後に受けるさまざまな環境の影
響で、生活習慣病を発症する率が高くなる、と言われている（DOHaD説）。その要
因として、母体の低体重（やせ）、喫煙・飲酒、妊娠期間中の体重増加不良、高齢出産
などが挙げられている。そこで、妊娠前からの食を通じた健康教育の在り方を検討
する。

妊娠前 妊娠中

小児肥満
予防

育児

適切な
体重増加

地方自治体による効率的かつ効果的な母子保健活動の基礎資料とし、今後の取り組みの評価指
標とする。

① 外部資金実績：平成28年科学研究費助成事業（基盤研究C)「 乳幼児健診を利用した母親の食生
活と低出生体重児の出現の要因の検討」（16K01901）

② 学術論文：境田靖子、岩橋明子、辻本洋子、福村智恵、由田克士．妊娠前と妊娠中の食品摂取状況
の変化およひ食゙品摂取状況か児゙の出生体重に及ほず影響の検討．日本栄養士会雑誌．2022；
65(2)，37-46
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小地域ごとの感染症流行リスクの推定と対策立案

研究分野：公衆衛生学、疫学、人類生態学

キーワード：感染症、数理モデル、接触行動、小地域の人口構造

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 講師 竹内 昌平

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

感染症版のハザードマップであり、行政などにおいては、対策の優先順位を決めるのに役立つ可能
性がある。

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/takeshou/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。
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1.0

1.5
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*基本再生産数（R0）：
特定の集団において、1人の感染者が、
新たに何人に感染させるかの平均値で、
1より大きいとき、感染症の流行が起こりうる。

ヒトとヒトの
接触行動

地域集団の
年齢構造

小地域ごとの特定の
感染症の基本再生産数（R0）*

感染症の流行
データ（過去）

×

A町におけるインフルエンザの
基本再生産数（R0）の地域分布

地域集団の年齢構造と、ヒトとヒトの接触頻度は、感染症の流行リスクに大きな影響を与え
る。インフルエンザを例に取れば、接触頻度の多い子ども間の流行を抑えることが出来るかど
うかが、高齢者の流行にも影響を与えることがわかっている。このように人口構成と接触頻
度の情報を用いることで、小地域ごとの感染症の流行リスクを推定することが可能となって
きている。本研究では、感染症の流行リスクマップを作成し、効果的な対策を提案していくこ
とを目的としている。

この研究の成果としては、下記のものなどが挙げられる。
①感染症におけるハザードマップが準備できる
②感染症ごとに対策を重点的に行うべき小地域が特定できる
③地域ごとの特徴を調べることで、感染症の流行しやすさの要因を調べることができる
④人口構造に影響を与えるような政策を行う場合、事前に感染症の流行しやすさの変化を予測できる

なし

地域集団の年齢構造と、ヒトとヒトの接触頻度は、感染症の流行リスクに大きな影響を与える。インフル
エンザを例に取れば、接触頻度の多い子ども間の流行を抑えることが出来るかどうかが、高齢者の流行
にも影響を与えることがわかっている。このように人口構成と接触頻度の情報を用いることで、小地域ごと
の感染症の流行リスクを推定することが可能となってきている。本研究では、感染症の流行リスクマップを
作成し、効果的な対策を提案していくことを目的としている。
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食酢を使用した調理法に関する研究

研究分野：食生活

キーワード：食酢・酸味・食肉の軟化・おいしさ

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 講師 山口 彩

食酢は、酢酸を主成分とする酸味調味料であり、寿司、酢豚、酢の物など多くの料理に使用され
ています。近年では、健康効果として、食酢の摂取による内臓脂肪の減少、血圧の低下、血糖値
上昇の抑制などが報告されています。しかし、食酢の強い酸味や匂いを嫌う傾向もあります。調
理の面では、肉の軟化効果や、ハンバーグに食酢を添加することで、食中毒原因菌の静菌効果や
殺菌効果があることも報告されています。しかし、食酢の添加による食肉やハンバーグステーキ
の物性や嗜好性の変化について細かく研究されていません。そのため、食酢を添加することによ
り食肉（特に鶏胸肉）や、ハンバーグステーキのテクスチャーや嗜好性が向上するかについて研究
しています。これが明らかにできれば、食酢を毎日の食事に取り入れることもでき、また、より衛
生的で食味の良い食肉の調理法となると考えています。

研究概要

健康・衛生・おいしさの揃った調理品の開発・研究

産学連携の可能性（アピールポイント）

・食品系企業からの受託研究（２０22～２０2３年）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/aaraki/

血圧の
低下

内臓脂
肪の減
少

血糖値
上昇の
抑制

＜食酢の健康効果＞

ハンバーグに食酢を添加した研究
食酢添加による静菌・殺菌効果が報告されている。

◎鶏胸肉のテクスチャーを改善し、食酢の嫌な臭いや酸味
を目立たなくさせる
→鶏胸肉と食酢の有用性を高める

＜食酢の欠点＞
独特な臭い・強い酸味が好まれない
ことがある。

食酢を用いた新しい調理法によっ
ておいしく、衛生的な料理に！
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糖尿病予防に関する基礎研究

研究分野：細胞生化学、時間栄養学、ガン予防

キーワード：糖尿病、代謝、発症メカニズム、予防メカニズム

貢献できるSDGsの区分：

看護栄養学部 栄養健康学科 助教 岡本 恭子

日本では成人の6人に1人が糖尿病あるいはその予備軍とされています。糖尿病はそれに伴う

合併症、癌などの他の疾患へつながるリスクの増加させます。年齢が上がるとともに男女ともに

有病者が増える傾向が続いているため、高齢化が進む日本では有病者の減少は国民のQOLの

維持や医療費の軽減などにとって重要なことだと考えられます。

本研究では糖尿病の中でも日本人の95％が罹患している2型糖尿病の発症メカニズムを細胞

レベルで解明していき、発症の予防や重症化の予防に役立てることを目的としています。

研究概要

食品などに含まれる成分の細胞への作用を検証すること。

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/okamotok1/

朱書きはすべて削除し
てください。

教員情報URLは事務局
で挿入します。

なし
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「化学療法に伴う味覚障害発症患者における
味覚センサーを用いた嗜好性の検討」

研究分野： 臨床栄養学、栄養科学

キーワード： 味覚障害、化学療法、味覚センサー、栄養ケア

貢献できるSDGsの区分： 

看護栄養学部 栄養健康学科 助教 花村衣咲

研究概要

産学連携の可能性（アピールポイント）

外部との連携実績等

教員情報URL https://sun.ac.jp/researchinfo/hana-isuk/

抗癌剤治療に伴う味覚障害は発症頻度

が高いものの、メカニズムや治療法は確立

されていません。基礎研究では、抗癌剤ご

とに味蕾や味受容体（味を感知するセン

サー）の発現状態に差があることが報告さ

れています。したがって、抗癌剤治療に伴

う味覚障害と言っても、味覚認識に差が

あることが想定されます。

本研究では、外来化学療法における味覚

障害誘発患者を対象として、抗癌剤間で

特徴的な味覚障害の症状と嗜好性がみら

れるのか、さらに味覚障害発症下で摂食

可能な食品を 味認識装置（TS500Z)で

数値化することで、嗜好性を数値化し、栄

養指導のエビデンス構築に繋げます。

味覚障害といっても、単に味覚減退を引き起こすだけでなく、乖離性味覚障害、自発性異常味覚、

悪味症と症状は様々です。また、抗癌剤治療において味覚障害を発症された患者様では、甘味を強

く感じる、酸味なら感じるなど特定の味の認識は可能である症例も報告されています。そのような

症状を有する状況下にあっても、味覚という視点からの栄養ケアを実現したいと考えています。本

研究により、各種抗癌剤で誘発する味覚障害の特徴と嗜好性を数値的に捉えることで、患者様で活

用していただける抗がん剤治療中のガイドラインやアプリ等の開発につながる可能性があります。

① がん拠点病院との連携（長崎県および栃木県）。

② 病態栄養学会若手助成金の獲得。

③ 日本病態栄養学会年次学術集会における学会発表の実施。 -118-
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